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Ⅰ．はじめに
　近年の小児医療の高度専門化により、多様な随伴症状を
もつ重度脳障害の子どもや、疾患を抱えつつ医療的ケアに
依存しながら慢性的な経過をたどる子ども達が増加してい
る。
　医療依存度が高い超重症児1）と言われている子ども達
への支援として、在宅移行、発達支援、家族支援が重要な
社会的な課題2）－5）になっている。在宅で医療的ケアを受け
ながら生活している子ども達は、たとえ障害が重度であっ
ても、他の多くの子ども達と同じように適切な療育や教育
を受ける権利を持ち、かつ安全と安楽が守られながら、子
どもとしての時期を楽しむ権利を持っている。しかし、医

療依存度が高く外出も思うようにできない、社会資源が十
分に整備されていないなどにより、多くの困難と制限を抱
えて在宅で生活している現状にある。同様に、疾患を抱え
慢性的な経過をたどる子ども達は、疾患のために地域での
育児支援活動や統合保育に参加できないことが多い。いく
つかの地域では、先進的に医療的ケアの必要な子どもが保
育園や普通小学校に通園、通学する取り組みが進んできて
はいるが、医療的ケアを提供できる職種の制限や、人材確
保が難しいことから受け入れに限界がある。
　よって、専門職が家族に対して子どもの活動と社会参加
を促す実際的な知識とスキルを伝えることは重要である。
　加えて、家庭や地域での育児機能の脆弱化が進んでい
る。様々な社会資源は増加し取り組みが多様化している
が、多くは一般向けであり、個別性が高い障害のある子ど
も個々の特性に合った情報は得られにくい。よって、乳幼
児期の障害のある子どもを育てる家族が地域社会から孤立
している例は少なくない。これらの背景により、障害のあ
る子どもとその家族への乳幼児期からの支援が重要課題と
いえる。
　そこで、本研究では、個別的・具体的な支援を得るため

に、障害のある子どもとその家族への早期からの介入を目
的として、療育専門病院の外来において実践されている、
外来療育・家族支援グループ活動（以下、グループ活動）
利用者の実態を調査した。

Ⅱ．研究目的
　本研究の目的は、乳幼児期の障害のある子どもと家族を
対象に療育専門病院外来療育・家族支援グループ参加者の
実態を明らかにすることである。

Ⅲ．用語の定義
　療育：本研究では、「療育」を子どもに対するリハビ
リテーションと同義とした。

Ⅳ．研究方法
1．研究デザイン
　本研究の研究デザインは、質的記述的研究である。
2．研究対象
　研究対象は、療育専門病院（以下、A施設）外来におけ
る外来療育・家族支援グループの利用者のうち、研究対象
になることに同意して参加した平成18～23年までの57名の
活動・相談記録である。
3．データ収集
　対象者の疾患や障害の程度および家族状況等、利用に至
る経過と理由、活動内容、終了後の状況をグループ活動の
活動・相談記録から収集した。
4．データ分析方法
　データは以下の手順で分析した。
1）対象者の背景は記述統計を用いて整理した。
2）利用理由は、活動・相談記録から利用理由と考えられる
記載内容を抽出し、中分類、大分類へと抽象化した。

3）利用後の状況は、診療録、相談記録から地域通園施設
や地域サービスの利用の有無とその理由を整理した。

5．倫理的配慮
　本研究はA施設の倫理審査の承認を得て実施した。
　本研究の目的等については活動参加時に口頭ならびに書
面にて説明し了解が得られた利用者の記録を対象とした。

Ⅴ．結果
1．グループ活動の概要
　グループ活動は、週に1回90分6ヶ月間5組程度の少人数
親子活動で、小児科医師、外来看護師、専門看護師、保育
士、臨床心理士、理学療法士、医療ソーシャルワーカーが
支援した。具体的な内容は、親子のスキンシップや親子相
互作用の向上を意図した親子のふれあい遊び、粗大運動遊
び、感覚刺激遊び、課題遊び、健康状況やケアの内容の確
認、運動機能障害の子どもに対して遊びの中でのポジショ
ニングの支援、家族への指導であった。

2．対象の概要
　研究対象である57名の利用開始時の年齢は、1歳が一番多
く25名（43.9％）、2歳15名（26.3％）であった（表１）。

　利用者の疾患は、早産低出生体重による脳性麻痺が多
く、次いで満期産にて発症した脳性麻痺であった。3番目
に原因不明の精神発達遅滞、4番目に染色体異常が多かっ
た（表2）。

　利用時の医療的ケアは、経管栄養、気管切開などの医
療的ケアが必要な子どもが57名中22名（38.6%）であり
（表3）、その内訳（複数回答）は、経管栄養が20名、気管
切開7名、酸素療法5名、人工呼吸器3名であった（表4）。
3．グループ活動の利用理由
　グループ活動の利用理由は、「地域サービスを受けられ
ない」、「子どものためにと、専門職が勧めた」、「家族
（母親）のためにと、専門職が勧めた」、「子どもの障害
を知られたくない」の4つに分類し、表5に示した。

4．グループ活動終了後の療育の継続状況
　6ヶ月間のグループ活動終了後、地域療育施設等の地域
サービスに継続されたケースは57名中46名（80.7%）、利
用に至らず地域移行できなかったケースは11名（19.3%）
であった。地域移行できなかったケースの状況をまとめた
（表6）。
　地域移行できなかったケースのグループ活動終了時の年
齢や疾患、障害特性に特筆すべき特徴はなかった。
　地域移行できなかった理由には、「地域通園施設への拒
否感が強く残っている（ケース1、ケース2）」、「家族が
地域通園施設利用を反対している（ケース3）」、「病気
の子どもという認識が強く、治療を求めて手術を繰り返し
ている（ケース4）」があり、これらは地域サービスの利
用の拒否感と考えられた。また、「兄弟がいて通えない
（ケース5、ケース6）」、「複雑な家族事情（ケース8）」、
「医療ニーズが高い（ケース9、ケース10、ケース11）」
は、地域での受け入れ施設がみつからない等の地域サービ
スの調整支援ニーズとしてまとめることができる。

Ⅵ．考察
１．低年齢、医療ニーズが高い子どもの参加実態
　グループ活動の利用者の年齢をみると、0～1歳代が26名
（45.6％）であり、低年齢の子どもの利用が多いことが
特徴であった。また、医療的ケアが必要な子どもも22名
（38.6％）であった。これらは、療育専門病院には、障害の
診断目的、あるいは、運動機能障害、摂食嚥下機能障害、
呼吸機能障害などの身体機能障害に対する医学的管理、リ
ハビリテーション、発達の評価の目的で、重症・重複した
障害をもつ子どもが0歳代から受診していることを反映し

たと考える。療育専門病院では、外来診療の経過の中で、
医学的な視点だけではなく、子どもと家族の生活を整える
ことや、発達を保障する環境作りにも視点がむけられる。
また、家族も１歳頃になると健常児との発達の違いを認識
し、療育の必要性を考えるようになる。北原らは、療育専
門病院の役割と機能として「障害児の成長,発達への働きか
け、親･家族への支援（孤立感からの解放と親や家族のエ
ンパワーメントの活動を中心に）、超重症心身障害幼児の
受け入れ」6）を提示している。グループ活動は、北原が提
示した役割を担っていたと言える。
　気管切開、在宅酸素療法、人工呼吸器使用など、医療
ニーズが高い子どもが利用していた。医療ニーズが高い子
どもは体調が不安定である。外出や活動参加により、急に
体調が変化することもあり、病院機能も備えた外来であれ
ば対応が可能である。子どもの健康上の問題に応じられる
ことにより、利用者が安心して参加することができる。
　これらの結果から、療育専門病院における早期からの
グループ活動は、療育を必要とする子どもと家族が利用で
き、かつ利用しやすい資源の1つであると言える。

２．利用理由の特徴およびその背景と影響要因
　抽出された利用理由の特徴と、その背景や影響要因を検
討した。
　「地域サービスを受けられない」という利用理由は、
子どもの障害の重度重複化、および家族のニーズの多様化
に対応する地域資源の整備が充分に進んでおらず、利用し
にくい状況であることを示している。丸山は、重症心身障
害児の社会資源に関する家族のニーズを「家族の心身の負
担・生活面への支援、利用しやすいサービス体制、重症心
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身障害児に対応でき子どもを安心して任せられるサービ
ス、支援についての情報提供・コーディネート、子どもの
成長発達・社会参加への支援」7）と指摘している。よっ
て、子どもと家族が安心して利用できる使いやすい社会資
源の整備が必要である。
　また、居住地域にサービスがあっても、家族が子どもを
ケアしながらサービスを探し、手続きに出向く作業は煩雑
であり多大な労力と時間を要する。サービス事業者との交
渉・調整も必要であり、専門職の支援がなく家族が自立し
て調整できる能力があるとは限らない。よって、家族の状
況や能力に応じて、調整を代行する支援から、家族による
交渉・調整を見守る支援まで、柔軟に支援を組み立ててい
くことが重要であろう。このプロセスを通して家族自身が
障害児とともに地域の中で生活するために必要な知識やス
キルを身につけることが、地域生活を続ける力につながる
と考えられる。これは主にソーシャルワーカーが担う役割
であろう。
　「子どものためにと、専門職が勧めた」という利用理由
は、従来から専門施設が応じてきた専門的な支援の特徴や
必要性を反映していると考える。地域におけるサービスの
内容は多様化してきているが、より専門的な評価や介入が
必要な場合は、第2次、3次療育の役割を果たす専門施設が
重要であることが言われ、障害児支援の施策8）も変わって
きている。よって、専門職の勧めにより、家族も子どもへ
の専門的な療育・家族支援の必要性や効果を認識したと考
えられた。
　「家族（母親）のためにと、専門職が勧めた」という利
用理由は、障害のある子どもの健康問題の複雑さによる母
親の育児困難感、育児ストレス、養育負担感9）等の、母親
の負担を反映していると考えられた。
　障害のある子どもは、注意深い観察や子どもの特性に
あった手厚いケアが必要である。障害のある子どもの生活
パターンは、家族全体の生活にも影響する10）。日々の世話
を提供する母親への役割支援として、子どもの健康上の問
題に対応し日常生活を整える支援が必要である。これらは
看護師が、医師と協力しながら主に担う役割であろう。
　このような母親への支援は、療育専門病院における母子
入園のシステムで担保されてきた。しかし、子どもの状態
や家族の有り様も多様化し、一定期間入院する母子入園が
できない場合もある。よって、様々なサービスの形が求め
られていることも示す。
　「子どもの障害を知られたくない」という利用理由は、
病気の子どもであれば受け入れられるが、福祉の対象とな
る障害児は受け入れられず、福祉の利用に拒否感を抱く家
族がいることを示すと考える。地域サービスの利用につな
がらない場合、子どもに障害がある事実を受け入れ、子ど
もも家族も社会の一員として成長、発達していくプロセス
への支援が重要であることを示唆する。

　これらの検討から、利用者の実態として、子どもと家族
のニーズの多様さや複雑さがあり、これに対して、地域の
社会資源の事情や整備の状況や利便性の問題、障害のある
子どもへの専門的支援の必要性、母親の育児の負担、家族
の社会資源の利用に対する拒否感、子どもの障害受容が療
育活動参加に影響していると考えられた。

３．グループ活動終了後に地域移行できなかったケース
の特徴
　57名中11名（19.3％）のケースは、グループ活動終了後
に地域移行できなかった。グループ活動終了後は、通院以
外は在宅で過ごし発達支援の機会がほとんどない。また、
地域サービスを利用していないので、家族の負担が大きい
と考えられる。
　地域移行できない理由として、地域サービスの利用に拒
否感が強い場合と、家族の事情や子どもの医療ニーズに応
じられる施設がないなどサービスの地域偏在や地域の事情
が背景にある場合の、大きく二つの理由が考えられた。
　地域通園施設の利用に拒否感が強いケースは、療育専門
病院での継続的な支援が必要なケースであろう。地域の事
情が背景にある場合は、家族とともに行政や地域施設との
交渉や調整を重ねて地域のサービスを一緒に作り出す支援
も必要になると考えられる。

Ⅶ．結論
　本研究により、以下のことが明らかになった。
　A施設の外来療育・家族支援グループ活動の利用者は、
0～1歳の利用者が57名中26名（45.6％）であり、年少の子
どもの利用が多く、医療的ケアが必要な利用者が22名
（38.6%）であった。これは、早期からのニーズと、子ども
の障害の重度化、重複化に伴うニーズがあることを示し、
療育専門病院が利用しやすい資源になることを示す。
　利用理由は、地域サービスを受けられない41名、子ども
のためにと専門職が勧めた19名、家族（母親）のためにと
専門職が勧めた18名、子どもの障害を知られたくない16名
であった。
　グループ活動終了後も11名（19.3%）は地域移行できず
に在宅のみであった。その理由として、地域サービスへの
拒否感が強い場合と、地域に子どもと家族のニーズに合う
サービスがない場合があり、地域移行できなかったケース
に対する継続した支援や、地域サービスを作りだす支援も
必要になると考えられた。

Ⅷ．おわりに
　本研究では、療育専門病院で実践されている外来療育・
家族支援グループ活動の参加者の実態を調査した。一施設
での調査であり、地域特性などのバイアスにより一般化に
は限界がある。しかし、0～1歳代の利用者が多いこと、医

療ニーズの高い利用者が多いこと、年少で医療ニーズが高
いケースに対する地域サービスに限界があることなど、実
態からみた有用な知見が得られたと考える。
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年齢（歳） 人数（人） （%）

1.8%

43.9%

26.3%

17.5%

7.0%

3.5%

100.0%

1歳未満

1歳～

2歳～

3歳～

4歳～

5歳～

1

25

15

10

4

2

57 人

疾患 人数（人）
（複数回答）

（n=57）

早産低出生体重による脳性麻痺 10
満期産にて発症した脳性麻痺 8
原因不明の精神運動発達遅滞 7
染色体異常 6
脳形成異常 4
先天性心疾患 4
難治性てんかん 4
先天性代謝異常 3
脳炎・脳症後遺症 3
奇形症候群 3
脳出血後遺症 2
脳挫傷 2
溺水による低酸素性虚血性脳症 2

Ⅰ．はじめに
　近年の小児医療の高度専門化により、多様な随伴症状を
もつ重度脳障害の子どもや、疾患を抱えつつ医療的ケアに
依存しながら慢性的な経過をたどる子ども達が増加してい
る。
　医療依存度が高い超重症児1）と言われている子ども達
への支援として、在宅移行、発達支援、家族支援が重要な
社会的な課題2）－5）になっている。在宅で医療的ケアを受け
ながら生活している子ども達は、たとえ障害が重度であっ
ても、他の多くの子ども達と同じように適切な療育や教育
を受ける権利を持ち、かつ安全と安楽が守られながら、子
どもとしての時期を楽しむ権利を持っている。しかし、医

療依存度が高く外出も思うようにできない、社会資源が十
分に整備されていないなどにより、多くの困難と制限を抱
えて在宅で生活している現状にある。同様に、疾患を抱え
慢性的な経過をたどる子ども達は、疾患のために地域での
育児支援活動や統合保育に参加できないことが多い。いく
つかの地域では、先進的に医療的ケアの必要な子どもが保
育園や普通小学校に通園、通学する取り組みが進んできて
はいるが、医療的ケアを提供できる職種の制限や、人材確
保が難しいことから受け入れに限界がある。
　よって、専門職が家族に対して子どもの活動と社会参加
を促す実際的な知識とスキルを伝えることは重要である。
　加えて、家庭や地域での育児機能の脆弱化が進んでい
る。様々な社会資源は増加し取り組みが多様化している
が、多くは一般向けであり、個別性が高い障害のある子ど
も個々の特性に合った情報は得られにくい。よって、乳幼
児期の障害のある子どもを育てる家族が地域社会から孤立
している例は少なくない。これらの背景により、障害のあ
る子どもとその家族への乳幼児期からの支援が重要課題と
いえる。
　そこで、本研究では、個別的・具体的な支援を得るため
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に、障害のある子どもとその家族への早期からの介入を目
的として、療育専門病院の外来において実践されている、
外来療育・家族支援グループ活動（以下、グループ活動）
利用者の実態を調査した。

Ⅱ．研究目的
　本研究の目的は、乳幼児期の障害のある子どもと家族を
対象に療育専門病院外来療育・家族支援グループ参加者の
実態を明らかにすることである。

Ⅲ．用語の定義
　療育：本研究では、「療育」を子どもに対するリハビ
リテーションと同義とした。

Ⅳ．研究方法
1．研究デザイン
　本研究の研究デザインは、質的記述的研究である。
2．研究対象
　研究対象は、療育専門病院（以下、A施設）外来におけ
る外来療育・家族支援グループの利用者のうち、研究対象
になることに同意して参加した平成18～23年までの57名の
活動・相談記録である。
3．データ収集
　対象者の疾患や障害の程度および家族状況等、利用に至
る経過と理由、活動内容、終了後の状況をグループ活動の
活動・相談記録から収集した。
4．データ分析方法
　データは以下の手順で分析した。
1）対象者の背景は記述統計を用いて整理した。
2）利用理由は、活動・相談記録から利用理由と考えられる
記載内容を抽出し、中分類、大分類へと抽象化した。

3）利用後の状況は、診療録、相談記録から地域通園施設
や地域サービスの利用の有無とその理由を整理した。

5．倫理的配慮
　本研究はA施設の倫理審査の承認を得て実施した。
　本研究の目的等については活動参加時に口頭ならびに書
面にて説明し了解が得られた利用者の記録を対象とした。

Ⅴ．結果
1．グループ活動の概要
　グループ活動は、週に1回90分6ヶ月間5組程度の少人数
親子活動で、小児科医師、外来看護師、専門看護師、保育
士、臨床心理士、理学療法士、医療ソーシャルワーカーが
支援した。具体的な内容は、親子のスキンシップや親子相
互作用の向上を意図した親子のふれあい遊び、粗大運動遊
び、感覚刺激遊び、課題遊び、健康状況やケアの内容の確
認、運動機能障害の子どもに対して遊びの中でのポジショ
ニングの支援、家族への指導であった。

2．対象の概要
　研究対象である57名の利用開始時の年齢は、1歳が一番多
く25名（43.9％）、2歳15名（26.3％）であった（表１）。

　利用者の疾患は、早産低出生体重による脳性麻痺が多
く、次いで満期産にて発症した脳性麻痺であった。3番目
に原因不明の精神発達遅滞、4番目に染色体異常が多かっ
た（表2）。

　利用時の医療的ケアは、経管栄養、気管切開などの医
療的ケアが必要な子どもが57名中22名（38.6%）であり
（表3）、その内訳（複数回答）は、経管栄養が20名、気管
切開7名、酸素療法5名、人工呼吸器3名であった（表4）。
3．グループ活動の利用理由
　グループ活動の利用理由は、「地域サービスを受けられ
ない」、「子どものためにと、専門職が勧めた」、「家族
（母親）のためにと、専門職が勧めた」、「子どもの障害
を知られたくない」の4つに分類し、表5に示した。

4．グループ活動終了後の療育の継続状況
　6ヶ月間のグループ活動終了後、地域療育施設等の地域
サービスに継続されたケースは57名中46名（80.7%）、利
用に至らず地域移行できなかったケースは11名（19.3%）
であった。地域移行できなかったケースの状況をまとめた
（表6）。
　地域移行できなかったケースのグループ活動終了時の年
齢や疾患、障害特性に特筆すべき特徴はなかった。
　地域移行できなかった理由には、「地域通園施設への拒
否感が強く残っている（ケース1、ケース2）」、「家族が
地域通園施設利用を反対している（ケース3）」、「病気
の子どもという認識が強く、治療を求めて手術を繰り返し
ている（ケース4）」があり、これらは地域サービスの利
用の拒否感と考えられた。また、「兄弟がいて通えない
（ケース5、ケース6）」、「複雑な家族事情（ケース8）」、
「医療ニーズが高い（ケース9、ケース10、ケース11）」
は、地域での受け入れ施設がみつからない等の地域サービ
スの調整支援ニーズとしてまとめることができる。

Ⅵ．考察
１．低年齢、医療ニーズが高い子どもの参加実態
　グループ活動の利用者の年齢をみると、0～1歳代が26名
（45.6％）であり、低年齢の子どもの利用が多いことが
特徴であった。また、医療的ケアが必要な子どもも22名
（38.6％）であった。これらは、療育専門病院には、障害の
診断目的、あるいは、運動機能障害、摂食嚥下機能障害、
呼吸機能障害などの身体機能障害に対する医学的管理、リ
ハビリテーション、発達の評価の目的で、重症・重複した
障害をもつ子どもが0歳代から受診していることを反映し

たと考える。療育専門病院では、外来診療の経過の中で、
医学的な視点だけではなく、子どもと家族の生活を整える
ことや、発達を保障する環境作りにも視点がむけられる。
また、家族も１歳頃になると健常児との発達の違いを認識
し、療育の必要性を考えるようになる。北原らは、療育専
門病院の役割と機能として「障害児の成長,発達への働きか
け、親･家族への支援（孤立感からの解放と親や家族のエ
ンパワーメントの活動を中心に）、超重症心身障害幼児の
受け入れ」6）を提示している。グループ活動は、北原が提
示した役割を担っていたと言える。
　気管切開、在宅酸素療法、人工呼吸器使用など、医療
ニーズが高い子どもが利用していた。医療ニーズが高い子
どもは体調が不安定である。外出や活動参加により、急に
体調が変化することもあり、病院機能も備えた外来であれ
ば対応が可能である。子どもの健康上の問題に応じられる
ことにより、利用者が安心して参加することができる。
　これらの結果から、療育専門病院における早期からの
グループ活動は、療育を必要とする子どもと家族が利用で
き、かつ利用しやすい資源の1つであると言える。

２．利用理由の特徴およびその背景と影響要因
　抽出された利用理由の特徴と、その背景や影響要因を検
討した。
　「地域サービスを受けられない」という利用理由は、
子どもの障害の重度重複化、および家族のニーズの多様化
に対応する地域資源の整備が充分に進んでおらず、利用し
にくい状況であることを示している。丸山は、重症心身障
害児の社会資源に関する家族のニーズを「家族の心身の負
担・生活面への支援、利用しやすいサービス体制、重症心

表２　疾患の内訳

表1　利用開始時の年齢

身障害児に対応でき子どもを安心して任せられるサービ
ス、支援についての情報提供・コーディネート、子どもの
成長発達・社会参加への支援」7）と指摘している。よっ
て、子どもと家族が安心して利用できる使いやすい社会資
源の整備が必要である。
　また、居住地域にサービスがあっても、家族が子どもを
ケアしながらサービスを探し、手続きに出向く作業は煩雑
であり多大な労力と時間を要する。サービス事業者との交
渉・調整も必要であり、専門職の支援がなく家族が自立し
て調整できる能力があるとは限らない。よって、家族の状
況や能力に応じて、調整を代行する支援から、家族による
交渉・調整を見守る支援まで、柔軟に支援を組み立ててい
くことが重要であろう。このプロセスを通して家族自身が
障害児とともに地域の中で生活するために必要な知識やス
キルを身につけることが、地域生活を続ける力につながる
と考えられる。これは主にソーシャルワーカーが担う役割
であろう。
　「子どものためにと、専門職が勧めた」という利用理由
は、従来から専門施設が応じてきた専門的な支援の特徴や
必要性を反映していると考える。地域におけるサービスの
内容は多様化してきているが、より専門的な評価や介入が
必要な場合は、第2次、3次療育の役割を果たす専門施設が
重要であることが言われ、障害児支援の施策8）も変わって
きている。よって、専門職の勧めにより、家族も子どもへ
の専門的な療育・家族支援の必要性や効果を認識したと考
えられた。
　「家族（母親）のためにと、専門職が勧めた」という利
用理由は、障害のある子どもの健康問題の複雑さによる母
親の育児困難感、育児ストレス、養育負担感9）等の、母親
の負担を反映していると考えられた。
　障害のある子どもは、注意深い観察や子どもの特性に
あった手厚いケアが必要である。障害のある子どもの生活
パターンは、家族全体の生活にも影響する10）。日々の世話
を提供する母親への役割支援として、子どもの健康上の問
題に対応し日常生活を整える支援が必要である。これらは
看護師が、医師と協力しながら主に担う役割であろう。
　このような母親への支援は、療育専門病院における母子
入園のシステムで担保されてきた。しかし、子どもの状態
や家族の有り様も多様化し、一定期間入院する母子入園が
できない場合もある。よって、様々なサービスの形が求め
られていることも示す。
　「子どもの障害を知られたくない」という利用理由は、
病気の子どもであれば受け入れられるが、福祉の対象とな
る障害児は受け入れられず、福祉の利用に拒否感を抱く家
族がいることを示すと考える。地域サービスの利用につな
がらない場合、子どもに障害がある事実を受け入れ、子ど
もも家族も社会の一員として成長、発達していくプロセス
への支援が重要であることを示唆する。

　これらの検討から、利用者の実態として、子どもと家族
のニーズの多様さや複雑さがあり、これに対して、地域の
社会資源の事情や整備の状況や利便性の問題、障害のある
子どもへの専門的支援の必要性、母親の育児の負担、家族
の社会資源の利用に対する拒否感、子どもの障害受容が療
育活動参加に影響していると考えられた。

３．グループ活動終了後に地域移行できなかったケース
の特徴
　57名中11名（19.3％）のケースは、グループ活動終了後
に地域移行できなかった。グループ活動終了後は、通院以
外は在宅で過ごし発達支援の機会がほとんどない。また、
地域サービスを利用していないので、家族の負担が大きい
と考えられる。
　地域移行できない理由として、地域サービスの利用に拒
否感が強い場合と、家族の事情や子どもの医療ニーズに応
じられる施設がないなどサービスの地域偏在や地域の事情
が背景にある場合の、大きく二つの理由が考えられた。
　地域通園施設の利用に拒否感が強いケースは、療育専門
病院での継続的な支援が必要なケースであろう。地域の事
情が背景にある場合は、家族とともに行政や地域施設との
交渉や調整を重ねて地域のサービスを一緒に作り出す支援
も必要になると考えられる。

Ⅶ．結論
　本研究により、以下のことが明らかになった。
　A施設の外来療育・家族支援グループ活動の利用者は、
0～1歳の利用者が57名中26名（45.6％）であり、年少の子
どもの利用が多く、医療的ケアが必要な利用者が22名
（38.6%）であった。これは、早期からのニーズと、子ども
の障害の重度化、重複化に伴うニーズがあることを示し、
療育専門病院が利用しやすい資源になることを示す。
　利用理由は、地域サービスを受けられない41名、子ども
のためにと専門職が勧めた19名、家族（母親）のためにと
専門職が勧めた18名、子どもの障害を知られたくない16名
であった。
　グループ活動終了後も11名（19.3%）は地域移行できず
に在宅のみであった。その理由として、地域サービスへの
拒否感が強い場合と、地域に子どもと家族のニーズに合う
サービスがない場合があり、地域移行できなかったケース
に対する継続した支援や、地域サービスを作りだす支援も
必要になると考えられた。

Ⅷ．おわりに
　本研究では、療育専門病院で実践されている外来療育・
家族支援グループ活動の参加者の実態を調査した。一施設
での調査であり、地域特性などのバイアスにより一般化に
は限界がある。しかし、0～1歳代の利用者が多いこと、医

療ニーズの高い利用者が多いこと、年少で医療ニーズが高
いケースに対する地域サービスに限界があることなど、実
態からみた有用な知見が得られたと考える。

人数（人）
（複数回答）

（n=57）

施設に受け入れ枠がない

計

施設に通っていたが、母親が適応で
きなかった

“施設に通っていたが、母親同士の人間関係が悪化して
通えなくなってしまった”

“施設を利用したいが２歳前の子どもの受け入れをして
いなかった”

“ひとり親家庭であり、サービスの調整に時間が割けな
かった”
“祖父母が養育し、祖父母では複雑なサービスの調整が
できなかった”

“母親の就労のために週に1回だけでは受け入れてもら
えなかった”
“母親の就労のために施設に通えなかった”

“兄弟がいるので施設に通えない”

“気管切開の子どもを受け入れてもらえなかった”
“在宅酸素の子どもは入園を断られた”

“年度途中であり定員がいっぱいであった”

年齢の小さい子どもを受け入れる施
設がなかった

家族に特殊な事情がある

母親の就労等の事情により施設に通
えない

兄弟がいるので施設に通えない

医療ニーズに対応できる施設がない

12

10

6

5

4

2

2

41

医療的ケアの有無 （%）人数（人）
医療的ケアあり 22 38.6%
なし 35 61.4%

（複数回答）

医療的ケアの内訳

大分類 中分類 データ

人数（人）
経管栄養 20
気管切開 7
酸素療法 5
人工呼吸器 3

地域サービスを受け
られない

子どものためにと、
専門職が勧めた

子どもが伸び盛りであるので集中的
な介入が有効であると専門職が勧めた

計

“外来での訓練は泣いてしまって訓練にならない”
“診察室に嫌がって入れない”

“母子入園は兄弟の預け先がないのでできない”
“母親の就労により母子入園をしたいができない”

“母子入園での経験の積み重ねを継続したい”
“本人が訓練士との関わりにようやく慣れてきた”
“集中的に療育をすれば伸びる時期である”

子どもの障害特性を明確にするため
に専門職が勧めた

入院等による集中的な療育や評価の
適応があるが様々な事情でできない

12

4

3

19

育児困難感の表出がある

計

“ネグレクトの可能性により通告され、継続的な観察・支
援の対象になっている”

“経管栄養を始めたばかりであるが、嘔吐が多い”
“母親が子どもの呼吸状態をアセスメントできていない”

“頻回のてんかん発作がある”
“呼吸状態が不安定”

“母親にメンタルヘルスの問題があり、継続観察が必要”

“育児困難感の表出があった”
“母親の育児ストレスが高い”

不適切養育のハイリスクであり、継
続観察の必要がある

育児困難感の表出はないが、専門職
からみて子どもへのケアや関わり方
に心配があり、継続観察が必要

体調が不安定なので病院であれば安
心して利用できる

家族にメンタルヘルスの問題がある

7

4

3

2

2

18

家族（母親）のために
と、専門職が勧めた

子どもの障害を知
られたくない

人に知られたくない等の理由で地域
通園施設に抵抗がある

計

“家族が地域通園施設の利用を反対して利用できない”

“障害を治すためにいくつもの病院を受診し、療育を受け
ていない”
“（病気の子どもという認識が強く）福祉の利用に抵抗が
あったが、病院なら通える”

“周囲の人に知られたくない”
“家の近所の施設には行きたくない”

家族が地域通園施設の利用を反対し
ている

病気の子どもという思いが強く、療
育の必要性に思いが至らない
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4．グループ活動終了後の療育の継続状況
　6ヶ月間のグループ活動終了後、地域療育施設等の地域
サービスに継続されたケースは57名中46名（80.7%）、利
用に至らず地域移行できなかったケースは11名（19.3%）
であった。地域移行できなかったケースの状況をまとめた
（表6）。
　地域移行できなかったケースのグループ活動終了時の年
齢や疾患、障害特性に特筆すべき特徴はなかった。
　地域移行できなかった理由には、「地域通園施設への拒
否感が強く残っている（ケース1、ケース2）」、「家族が
地域通園施設利用を反対している（ケース3）」、「病気
の子どもという認識が強く、治療を求めて手術を繰り返し
ている（ケース4）」があり、これらは地域サービスの利
用の拒否感と考えられた。また、「兄弟がいて通えない
（ケース5、ケース6）」、「複雑な家族事情（ケース8）」、
「医療ニーズが高い（ケース9、ケース10、ケース11）」
は、地域での受け入れ施設がみつからない等の地域サービ
スの調整支援ニーズとしてまとめることができる。

Ⅵ．考察
１．低年齢、医療ニーズが高い子どもの参加実態
　グループ活動の利用者の年齢をみると、0～1歳代が26名
（45.6％）であり、低年齢の子どもの利用が多いことが
特徴であった。また、医療的ケアが必要な子どもも22名
（38.6％）であった。これらは、療育専門病院には、障害の
診断目的、あるいは、運動機能障害、摂食嚥下機能障害、
呼吸機能障害などの身体機能障害に対する医学的管理、リ
ハビリテーション、発達の評価の目的で、重症・重複した
障害をもつ子どもが0歳代から受診していることを反映し

たと考える。療育専門病院では、外来診療の経過の中で、
医学的な視点だけではなく、子どもと家族の生活を整える
ことや、発達を保障する環境作りにも視点がむけられる。
また、家族も１歳頃になると健常児との発達の違いを認識
し、療育の必要性を考えるようになる。北原らは、療育専
門病院の役割と機能として「障害児の成長,発達への働きか
け、親･家族への支援（孤立感からの解放と親や家族のエ
ンパワーメントの活動を中心に）、超重症心身障害幼児の
受け入れ」6）を提示している。グループ活動は、北原が提
示した役割を担っていたと言える。
　気管切開、在宅酸素療法、人工呼吸器使用など、医療
ニーズが高い子どもが利用していた。医療ニーズが高い子
どもは体調が不安定である。外出や活動参加により、急に
体調が変化することもあり、病院機能も備えた外来であれ
ば対応が可能である。子どもの健康上の問題に応じられる
ことにより、利用者が安心して参加することができる。
　これらの結果から、療育専門病院における早期からの
グループ活動は、療育を必要とする子どもと家族が利用で
き、かつ利用しやすい資源の1つであると言える。

２．利用理由の特徴およびその背景と影響要因
　抽出された利用理由の特徴と、その背景や影響要因を検
討した。
　「地域サービスを受けられない」という利用理由は、
子どもの障害の重度重複化、および家族のニーズの多様化
に対応する地域資源の整備が充分に進んでおらず、利用し
にくい状況であることを示している。丸山は、重症心身障
害児の社会資源に関する家族のニーズを「家族の心身の負
担・生活面への支援、利用しやすいサービス体制、重症心

表5　利用理由

表3　医療的ケアの有無 表4　医療的ケアの内訳

身障害児に対応でき子どもを安心して任せられるサービ
ス、支援についての情報提供・コーディネート、子どもの
成長発達・社会参加への支援」7）と指摘している。よっ
て、子どもと家族が安心して利用できる使いやすい社会資
源の整備が必要である。
　また、居住地域にサービスがあっても、家族が子どもを
ケアしながらサービスを探し、手続きに出向く作業は煩雑
であり多大な労力と時間を要する。サービス事業者との交
渉・調整も必要であり、専門職の支援がなく家族が自立し
て調整できる能力があるとは限らない。よって、家族の状
況や能力に応じて、調整を代行する支援から、家族による
交渉・調整を見守る支援まで、柔軟に支援を組み立ててい
くことが重要であろう。このプロセスを通して家族自身が
障害児とともに地域の中で生活するために必要な知識やス
キルを身につけることが、地域生活を続ける力につながる
と考えられる。これは主にソーシャルワーカーが担う役割
であろう。
　「子どものためにと、専門職が勧めた」という利用理由
は、従来から専門施設が応じてきた専門的な支援の特徴や
必要性を反映していると考える。地域におけるサービスの
内容は多様化してきているが、より専門的な評価や介入が
必要な場合は、第2次、3次療育の役割を果たす専門施設が
重要であることが言われ、障害児支援の施策8）も変わって
きている。よって、専門職の勧めにより、家族も子どもへ
の専門的な療育・家族支援の必要性や効果を認識したと考
えられた。
　「家族（母親）のためにと、専門職が勧めた」という利
用理由は、障害のある子どもの健康問題の複雑さによる母
親の育児困難感、育児ストレス、養育負担感9）等の、母親
の負担を反映していると考えられた。
　障害のある子どもは、注意深い観察や子どもの特性に
あった手厚いケアが必要である。障害のある子どもの生活
パターンは、家族全体の生活にも影響する10）。日々の世話
を提供する母親への役割支援として、子どもの健康上の問
題に対応し日常生活を整える支援が必要である。これらは
看護師が、医師と協力しながら主に担う役割であろう。
　このような母親への支援は、療育専門病院における母子
入園のシステムで担保されてきた。しかし、子どもの状態
や家族の有り様も多様化し、一定期間入院する母子入園が
できない場合もある。よって、様々なサービスの形が求め
られていることも示す。
　「子どもの障害を知られたくない」という利用理由は、
病気の子どもであれば受け入れられるが、福祉の対象とな
る障害児は受け入れられず、福祉の利用に拒否感を抱く家
族がいることを示すと考える。地域サービスの利用につな
がらない場合、子どもに障害がある事実を受け入れ、子ど
もも家族も社会の一員として成長、発達していくプロセス
への支援が重要であることを示唆する。

　これらの検討から、利用者の実態として、子どもと家族
のニーズの多様さや複雑さがあり、これに対して、地域の
社会資源の事情や整備の状況や利便性の問題、障害のある
子どもへの専門的支援の必要性、母親の育児の負担、家族
の社会資源の利用に対する拒否感、子どもの障害受容が療
育活動参加に影響していると考えられた。

３．グループ活動終了後に地域移行できなかったケース
の特徴
　57名中11名（19.3％）のケースは、グループ活動終了後
に地域移行できなかった。グループ活動終了後は、通院以
外は在宅で過ごし発達支援の機会がほとんどない。また、
地域サービスを利用していないので、家族の負担が大きい
と考えられる。
　地域移行できない理由として、地域サービスの利用に拒
否感が強い場合と、家族の事情や子どもの医療ニーズに応
じられる施設がないなどサービスの地域偏在や地域の事情
が背景にある場合の、大きく二つの理由が考えられた。
　地域通園施設の利用に拒否感が強いケースは、療育専門
病院での継続的な支援が必要なケースであろう。地域の事
情が背景にある場合は、家族とともに行政や地域施設との
交渉や調整を重ねて地域のサービスを一緒に作り出す支援
も必要になると考えられる。

Ⅶ．結論
　本研究により、以下のことが明らかになった。
　A施設の外来療育・家族支援グループ活動の利用者は、
0～1歳の利用者が57名中26名（45.6％）であり、年少の子
どもの利用が多く、医療的ケアが必要な利用者が22名
（38.6%）であった。これは、早期からのニーズと、子ども
の障害の重度化、重複化に伴うニーズがあることを示し、
療育専門病院が利用しやすい資源になることを示す。
　利用理由は、地域サービスを受けられない41名、子ども
のためにと専門職が勧めた19名、家族（母親）のためにと
専門職が勧めた18名、子どもの障害を知られたくない16名
であった。
　グループ活動終了後も11名（19.3%）は地域移行できず
に在宅のみであった。その理由として、地域サービスへの
拒否感が強い場合と、地域に子どもと家族のニーズに合う
サービスがない場合があり、地域移行できなかったケース
に対する継続した支援や、地域サービスを作りだす支援も
必要になると考えられた。

Ⅷ．おわりに
　本研究では、療育専門病院で実践されている外来療育・
家族支援グループ活動の参加者の実態を調査した。一施設
での調査であり、地域特性などのバイアスにより一般化に
は限界がある。しかし、0～1歳代の利用者が多いこと、医

療ニーズの高い利用者が多いこと、年少で医療ニーズが高
いケースに対する地域サービスに限界があることなど、実
態からみた有用な知見が得られたと考える。
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人数（人）
（複数回答）

（n=57）

施設に受け入れ枠がない

計

施設に通っていたが、母親が適応で
きなかった

“施設に通っていたが、母親同士の人間関係が悪化して
通えなくなってしまった”

“施設を利用したいが２歳前の子どもの受け入れをして
いなかった”

“ひとり親家庭であり、サービスの調整に時間が割けな
かった”
“祖父母が養育し、祖父母では複雑なサービスの調整が
できなかった”

“母親の就労のために週に1回だけでは受け入れてもら
えなかった”
“母親の就労のために施設に通えなかった”

“兄弟がいるので施設に通えない”

“気管切開の子どもを受け入れてもらえなかった”
“在宅酸素の子どもは入園を断られた”

“年度途中であり定員がいっぱいであった”

年齢の小さい子どもを受け入れる施
設がなかった

家族に特殊な事情がある

母親の就労等の事情により施設に通
えない

兄弟がいるので施設に通えない

医療ニーズに対応できる施設がない

12

10

6

5

4

2

2

41

医療的ケアの有無 （%）人数（人）
医療的ケアあり 22 38.6%
なし 35 61.4%

（複数回答）

医療的ケアの内訳

大分類 中分類 データ

人数（人）
経管栄養 20
気管切開 7
酸素療法 5
人工呼吸器 3

地域サービスを受け
られない

子どものためにと、
専門職が勧めた

子どもが伸び盛りであるので集中的
な介入が有効であると専門職が勧めた

計

“外来での訓練は泣いてしまって訓練にならない”
“診察室に嫌がって入れない”

“母子入園は兄弟の預け先がないのでできない”
“母親の就労により母子入園をしたいができない”

“母子入園での経験の積み重ねを継続したい”
“本人が訓練士との関わりにようやく慣れてきた”
“集中的に療育をすれば伸びる時期である”

子どもの障害特性を明確にするため
に専門職が勧めた

入院等による集中的な療育や評価の
適応があるが様々な事情でできない

12

4

3

19

育児困難感の表出がある

計

“ネグレクトの可能性により通告され、継続的な観察・支
援の対象になっている”

“経管栄養を始めたばかりであるが、嘔吐が多い”
“母親が子どもの呼吸状態をアセスメントできていない”

“頻回のてんかん発作がある”
“呼吸状態が不安定”

“母親にメンタルヘルスの問題があり、継続観察が必要”

“育児困難感の表出があった”
“母親の育児ストレスが高い”

不適切養育のハイリスクであり、継
続観察の必要がある

育児困難感の表出はないが、専門職
からみて子どもへのケアや関わり方
に心配があり、継続観察が必要

体調が不安定なので病院であれば安
心して利用できる

家族にメンタルヘルスの問題がある

7

4

3

2

2

18

家族（母親）のために
と、専門職が勧めた

子どもの障害を知
られたくない

人に知られたくない等の理由で地域
通園施設に抵抗がある

計

“家族が地域通園施設の利用を反対して利用できない”

“障害を治すためにいくつもの病院を受診し、療育を受け
ていない”
“（病気の子どもという認識が強く）福祉の利用に抵抗が
あったが、病院なら通える”

“周囲の人に知られたくない”
“家の近所の施設には行きたくない”

家族が地域通園施設の利用を反対し
ている

病気の子どもという思いが強く、療
育の必要性に思いが至らない

8

5

3
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4．グループ活動終了後の療育の継続状況
　6ヶ月間のグループ活動終了後、地域療育施設等の地域
サービスに継続されたケースは57名中46名（80.7%）、利
用に至らず地域移行できなかったケースは11名（19.3%）
であった。地域移行できなかったケースの状況をまとめた
（表6）。
　地域移行できなかったケースのグループ活動終了時の年
齢や疾患、障害特性に特筆すべき特徴はなかった。
　地域移行できなかった理由には、「地域通園施設への拒
否感が強く残っている（ケース1、ケース2）」、「家族が
地域通園施設利用を反対している（ケース3）」、「病気
の子どもという認識が強く、治療を求めて手術を繰り返し
ている（ケース4）」があり、これらは地域サービスの利
用の拒否感と考えられた。また、「兄弟がいて通えない
（ケース5、ケース6）」、「複雑な家族事情（ケース8）」、
「医療ニーズが高い（ケース9、ケース10、ケース11）」
は、地域での受け入れ施設がみつからない等の地域サービ
スの調整支援ニーズとしてまとめることができる。

Ⅵ．考察
１．低年齢、医療ニーズが高い子どもの参加実態
　グループ活動の利用者の年齢をみると、0～1歳代が26名
（45.6％）であり、低年齢の子どもの利用が多いことが
特徴であった。また、医療的ケアが必要な子どもも22名
（38.6％）であった。これらは、療育専門病院には、障害の
診断目的、あるいは、運動機能障害、摂食嚥下機能障害、
呼吸機能障害などの身体機能障害に対する医学的管理、リ
ハビリテーション、発達の評価の目的で、重症・重複した
障害をもつ子どもが0歳代から受診していることを反映し

たと考える。療育専門病院では、外来診療の経過の中で、
医学的な視点だけではなく、子どもと家族の生活を整える
ことや、発達を保障する環境作りにも視点がむけられる。
また、家族も１歳頃になると健常児との発達の違いを認識
し、療育の必要性を考えるようになる。北原らは、療育専
門病院の役割と機能として「障害児の成長,発達への働きか
け、親･家族への支援（孤立感からの解放と親や家族のエ
ンパワーメントの活動を中心に）、超重症心身障害幼児の
受け入れ」6）を提示している。グループ活動は、北原が提
示した役割を担っていたと言える。
　気管切開、在宅酸素療法、人工呼吸器使用など、医療
ニーズが高い子どもが利用していた。医療ニーズが高い子
どもは体調が不安定である。外出や活動参加により、急に
体調が変化することもあり、病院機能も備えた外来であれ
ば対応が可能である。子どもの健康上の問題に応じられる
ことにより、利用者が安心して参加することができる。
　これらの結果から、療育専門病院における早期からの
グループ活動は、療育を必要とする子どもと家族が利用で
き、かつ利用しやすい資源の1つであると言える。

２．利用理由の特徴およびその背景と影響要因
　抽出された利用理由の特徴と、その背景や影響要因を検
討した。
　「地域サービスを受けられない」という利用理由は、
子どもの障害の重度重複化、および家族のニーズの多様化
に対応する地域資源の整備が充分に進んでおらず、利用し
にくい状況であることを示している。丸山は、重症心身障
害児の社会資源に関する家族のニーズを「家族の心身の負
担・生活面への支援、利用しやすいサービス体制、重症心

表5　利用理由

表3　医療的ケアの有無 表4　医療的ケアの内訳

身障害児に対応でき子どもを安心して任せられるサービ
ス、支援についての情報提供・コーディネート、子どもの
成長発達・社会参加への支援」7）と指摘している。よっ
て、子どもと家族が安心して利用できる使いやすい社会資
源の整備が必要である。
　また、居住地域にサービスがあっても、家族が子どもを
ケアしながらサービスを探し、手続きに出向く作業は煩雑
であり多大な労力と時間を要する。サービス事業者との交
渉・調整も必要であり、専門職の支援がなく家族が自立し
て調整できる能力があるとは限らない。よって、家族の状
況や能力に応じて、調整を代行する支援から、家族による
交渉・調整を見守る支援まで、柔軟に支援を組み立ててい
くことが重要であろう。このプロセスを通して家族自身が
障害児とともに地域の中で生活するために必要な知識やス
キルを身につけることが、地域生活を続ける力につながる
と考えられる。これは主にソーシャルワーカーが担う役割
であろう。
　「子どものためにと、専門職が勧めた」という利用理由
は、従来から専門施設が応じてきた専門的な支援の特徴や
必要性を反映していると考える。地域におけるサービスの
内容は多様化してきているが、より専門的な評価や介入が
必要な場合は、第2次、3次療育の役割を果たす専門施設が
重要であることが言われ、障害児支援の施策8）も変わって
きている。よって、専門職の勧めにより、家族も子どもへ
の専門的な療育・家族支援の必要性や効果を認識したと考
えられた。
　「家族（母親）のためにと、専門職が勧めた」という利
用理由は、障害のある子どもの健康問題の複雑さによる母
親の育児困難感、育児ストレス、養育負担感9）等の、母親
の負担を反映していると考えられた。
　障害のある子どもは、注意深い観察や子どもの特性に
あった手厚いケアが必要である。障害のある子どもの生活
パターンは、家族全体の生活にも影響する10）。日々の世話
を提供する母親への役割支援として、子どもの健康上の問
題に対応し日常生活を整える支援が必要である。これらは
看護師が、医師と協力しながら主に担う役割であろう。
　このような母親への支援は、療育専門病院における母子
入園のシステムで担保されてきた。しかし、子どもの状態
や家族の有り様も多様化し、一定期間入院する母子入園が
できない場合もある。よって、様々なサービスの形が求め
られていることも示す。
　「子どもの障害を知られたくない」という利用理由は、
病気の子どもであれば受け入れられるが、福祉の対象とな
る障害児は受け入れられず、福祉の利用に拒否感を抱く家
族がいることを示すと考える。地域サービスの利用につな
がらない場合、子どもに障害がある事実を受け入れ、子ど
もも家族も社会の一員として成長、発達していくプロセス
への支援が重要であることを示唆する。

　これらの検討から、利用者の実態として、子どもと家族
のニーズの多様さや複雑さがあり、これに対して、地域の
社会資源の事情や整備の状況や利便性の問題、障害のある
子どもへの専門的支援の必要性、母親の育児の負担、家族
の社会資源の利用に対する拒否感、子どもの障害受容が療
育活動参加に影響していると考えられた。

３．グループ活動終了後に地域移行できなかったケース
の特徴
　57名中11名（19.3％）のケースは、グループ活動終了後
に地域移行できなかった。グループ活動終了後は、通院以
外は在宅で過ごし発達支援の機会がほとんどない。また、
地域サービスを利用していないので、家族の負担が大きい
と考えられる。
　地域移行できない理由として、地域サービスの利用に拒
否感が強い場合と、家族の事情や子どもの医療ニーズに応
じられる施設がないなどサービスの地域偏在や地域の事情
が背景にある場合の、大きく二つの理由が考えられた。
　地域通園施設の利用に拒否感が強いケースは、療育専門
病院での継続的な支援が必要なケースであろう。地域の事
情が背景にある場合は、家族とともに行政や地域施設との
交渉や調整を重ねて地域のサービスを一緒に作り出す支援
も必要になると考えられる。

Ⅶ．結論
　本研究により、以下のことが明らかになった。
　A施設の外来療育・家族支援グループ活動の利用者は、
0～1歳の利用者が57名中26名（45.6％）であり、年少の子
どもの利用が多く、医療的ケアが必要な利用者が22名
（38.6%）であった。これは、早期からのニーズと、子ども
の障害の重度化、重複化に伴うニーズがあることを示し、
療育専門病院が利用しやすい資源になることを示す。
　利用理由は、地域サービスを受けられない41名、子ども
のためにと専門職が勧めた19名、家族（母親）のためにと
専門職が勧めた18名、子どもの障害を知られたくない16名
であった。
　グループ活動終了後も11名（19.3%）は地域移行できず
に在宅のみであった。その理由として、地域サービスへの
拒否感が強い場合と、地域に子どもと家族のニーズに合う
サービスがない場合があり、地域移行できなかったケース
に対する継続した支援や、地域サービスを作りだす支援も
必要になると考えられた。

Ⅷ．おわりに
　本研究では、療育専門病院で実践されている外来療育・
家族支援グループ活動の参加者の実態を調査した。一施設
での調査であり、地域特性などのバイアスにより一般化に
は限界がある。しかし、0～1歳代の利用者が多いこと、医

療ニーズの高い利用者が多いこと、年少で医療ニーズが高
いケースに対する地域サービスに限界があることなど、実
態からみた有用な知見が得られたと考える。
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ケース

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

疾患 障害特性 地域移行できなかった理由終了時の
年齢

早産低出生体重

神経・皮膚症候群

染色体異常

早産低出生体重

周産期発症の脳性麻痺

脳炎・脳症後遺症
先天性心疾患
脳出血後遺症
脳性麻痺

脳形成異常
先天性心疾患
脳出血後遺症
低酸素性虚血性脳症

両麻痺

低緊張

低緊張

痙性四肢麻痺

低緊張

痙性四肢麻痺

低緊張

痙性四肢麻痺

低緊張

痙性四肢麻痺

痙性四肢麻痺

地域通園施設利用への拒否感が強い

地域通園施設利用への拒否感が強い

家族が地域通園施設利用を反対している

病気の子どもという認識が強く、入院手術を繰り返している

兄弟がいて地域通園施設に通えない

兄弟がいて地域通園施設に通えない

家族にメンタルヘルスの問題がある

複雑な家族背景　不適切療育のハイリスク

医療ニーズが高い（てんかん発作）

医療ニーズが高い（易感染）

医療ニーズが高い（気管切開・酸素療法）

2.0歳

3.1歳

2.4歳

4.0歳

2.8歳

2.6歳

3.4歳

4.0歳

2.1歳

5.0歳

5.0歳

市原　真穂・池邉　敏子

4．グループ活動終了後の療育の継続状況
　6ヶ月間のグループ活動終了後、地域療育施設等の地域
サービスに継続されたケースは57名中46名（80.7%）、利
用に至らず地域移行できなかったケースは11名（19.3%）
であった。地域移行できなかったケースの状況をまとめた
（表6）。
　地域移行できなかったケースのグループ活動終了時の年
齢や疾患、障害特性に特筆すべき特徴はなかった。
　地域移行できなかった理由には、「地域通園施設への拒
否感が強く残っている（ケース1、ケース2）」、「家族が
地域通園施設利用を反対している（ケース3）」、「病気
の子どもという認識が強く、治療を求めて手術を繰り返し
ている（ケース4）」があり、これらは地域サービスの利
用の拒否感と考えられた。また、「兄弟がいて通えない
（ケース5、ケース6）」、「複雑な家族事情（ケース8）」、
「医療ニーズが高い（ケース9、ケース10、ケース11）」
は、地域での受け入れ施設がみつからない等の地域サービ
スの調整支援ニーズとしてまとめることができる。

Ⅵ．考察
１．低年齢、医療ニーズが高い子どもの参加実態
　グループ活動の利用者の年齢をみると、0～1歳代が26名
（45.6％）であり、低年齢の子どもの利用が多いことが
特徴であった。また、医療的ケアが必要な子どもも22名
（38.6％）であった。これらは、療育専門病院には、障害の
診断目的、あるいは、運動機能障害、摂食嚥下機能障害、
呼吸機能障害などの身体機能障害に対する医学的管理、リ
ハビリテーション、発達の評価の目的で、重症・重複した
障害をもつ子どもが0歳代から受診していることを反映し

たと考える。療育専門病院では、外来診療の経過の中で、
医学的な視点だけではなく、子どもと家族の生活を整える
ことや、発達を保障する環境作りにも視点がむけられる。
また、家族も１歳頃になると健常児との発達の違いを認識
し、療育の必要性を考えるようになる。北原らは、療育専
門病院の役割と機能として「障害児の成長,発達への働きか
け、親･家族への支援（孤立感からの解放と親や家族のエ
ンパワーメントの活動を中心に）、超重症心身障害幼児の
受け入れ」6）を提示している。グループ活動は、北原が提
示した役割を担っていたと言える。
　気管切開、在宅酸素療法、人工呼吸器使用など、医療
ニーズが高い子どもが利用していた。医療ニーズが高い子
どもは体調が不安定である。外出や活動参加により、急に
体調が変化することもあり、病院機能も備えた外来であれ
ば対応が可能である。子どもの健康上の問題に応じられる
ことにより、利用者が安心して参加することができる。
　これらの結果から、療育専門病院における早期からの
グループ活動は、療育を必要とする子どもと家族が利用で
き、かつ利用しやすい資源の1つであると言える。

２．利用理由の特徴およびその背景と影響要因
　抽出された利用理由の特徴と、その背景や影響要因を検
討した。
　「地域サービスを受けられない」という利用理由は、
子どもの障害の重度重複化、および家族のニーズの多様化
に対応する地域資源の整備が充分に進んでおらず、利用し
にくい状況であることを示している。丸山は、重症心身障
害児の社会資源に関する家族のニーズを「家族の心身の負
担・生活面への支援、利用しやすいサービス体制、重症心

表6　地域移行できなかったケース

身障害児に対応でき子どもを安心して任せられるサービ
ス、支援についての情報提供・コーディネート、子どもの
成長発達・社会参加への支援」7）と指摘している。よっ
て、子どもと家族が安心して利用できる使いやすい社会資
源の整備が必要である。
　また、居住地域にサービスがあっても、家族が子どもを
ケアしながらサービスを探し、手続きに出向く作業は煩雑
であり多大な労力と時間を要する。サービス事業者との交
渉・調整も必要であり、専門職の支援がなく家族が自立し
て調整できる能力があるとは限らない。よって、家族の状
況や能力に応じて、調整を代行する支援から、家族による
交渉・調整を見守る支援まで、柔軟に支援を組み立ててい
くことが重要であろう。このプロセスを通して家族自身が
障害児とともに地域の中で生活するために必要な知識やス
キルを身につけることが、地域生活を続ける力につながる
と考えられる。これは主にソーシャルワーカーが担う役割
であろう。
　「子どものためにと、専門職が勧めた」という利用理由
は、従来から専門施設が応じてきた専門的な支援の特徴や
必要性を反映していると考える。地域におけるサービスの
内容は多様化してきているが、より専門的な評価や介入が
必要な場合は、第2次、3次療育の役割を果たす専門施設が
重要であることが言われ、障害児支援の施策8）も変わって
きている。よって、専門職の勧めにより、家族も子どもへ
の専門的な療育・家族支援の必要性や効果を認識したと考
えられた。
　「家族（母親）のためにと、専門職が勧めた」という利
用理由は、障害のある子どもの健康問題の複雑さによる母
親の育児困難感、育児ストレス、養育負担感9）等の、母親
の負担を反映していると考えられた。
　障害のある子どもは、注意深い観察や子どもの特性に
あった手厚いケアが必要である。障害のある子どもの生活
パターンは、家族全体の生活にも影響する10）。日々の世話
を提供する母親への役割支援として、子どもの健康上の問
題に対応し日常生活を整える支援が必要である。これらは
看護師が、医師と協力しながら主に担う役割であろう。
　このような母親への支援は、療育専門病院における母子
入園のシステムで担保されてきた。しかし、子どもの状態
や家族の有り様も多様化し、一定期間入院する母子入園が
できない場合もある。よって、様々なサービスの形が求め
られていることも示す。
　「子どもの障害を知られたくない」という利用理由は、
病気の子どもであれば受け入れられるが、福祉の対象とな
る障害児は受け入れられず、福祉の利用に拒否感を抱く家
族がいることを示すと考える。地域サービスの利用につな
がらない場合、子どもに障害がある事実を受け入れ、子ど
もも家族も社会の一員として成長、発達していくプロセス
への支援が重要であることを示唆する。

　これらの検討から、利用者の実態として、子どもと家族
のニーズの多様さや複雑さがあり、これに対して、地域の
社会資源の事情や整備の状況や利便性の問題、障害のある
子どもへの専門的支援の必要性、母親の育児の負担、家族
の社会資源の利用に対する拒否感、子どもの障害受容が療
育活動参加に影響していると考えられた。

３．グループ活動終了後に地域移行できなかったケース
の特徴
　57名中11名（19.3％）のケースは、グループ活動終了後
に地域移行できなかった。グループ活動終了後は、通院以
外は在宅で過ごし発達支援の機会がほとんどない。また、
地域サービスを利用していないので、家族の負担が大きい
と考えられる。
　地域移行できない理由として、地域サービスの利用に拒
否感が強い場合と、家族の事情や子どもの医療ニーズに応
じられる施設がないなどサービスの地域偏在や地域の事情
が背景にある場合の、大きく二つの理由が考えられた。
　地域通園施設の利用に拒否感が強いケースは、療育専門
病院での継続的な支援が必要なケースであろう。地域の事
情が背景にある場合は、家族とともに行政や地域施設との
交渉や調整を重ねて地域のサービスを一緒に作り出す支援
も必要になると考えられる。

Ⅶ．結論
　本研究により、以下のことが明らかになった。
　A施設の外来療育・家族支援グループ活動の利用者は、
0～1歳の利用者が57名中26名（45.6％）であり、年少の子
どもの利用が多く、医療的ケアが必要な利用者が22名
（38.6%）であった。これは、早期からのニーズと、子ども
の障害の重度化、重複化に伴うニーズがあることを示し、
療育専門病院が利用しやすい資源になることを示す。
　利用理由は、地域サービスを受けられない41名、子ども
のためにと専門職が勧めた19名、家族（母親）のためにと
専門職が勧めた18名、子どもの障害を知られたくない16名
であった。
　グループ活動終了後も11名（19.3%）は地域移行できず
に在宅のみであった。その理由として、地域サービスへの
拒否感が強い場合と、地域に子どもと家族のニーズに合う
サービスがない場合があり、地域移行できなかったケース
に対する継続した支援や、地域サービスを作りだす支援も
必要になると考えられた。

Ⅷ．おわりに
　本研究では、療育専門病院で実践されている外来療育・
家族支援グループ活動の参加者の実態を調査した。一施設
での調査であり、地域特性などのバイアスにより一般化に
は限界がある。しかし、0～1歳代の利用者が多いこと、医

療ニーズの高い利用者が多いこと、年少で医療ニーズが高
いケースに対する地域サービスに限界があることなど、実
態からみた有用な知見が得られたと考える。
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ケース

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

疾患 障害特性 地域移行できなかった理由終了時の
年齢

早産低出生体重

神経・皮膚症候群

染色体異常

早産低出生体重

周産期発症の脳性麻痺

脳炎・脳症後遺症
先天性心疾患
脳出血後遺症
脳性麻痺

脳形成異常
先天性心疾患
脳出血後遺症
低酸素性虚血性脳症

両麻痺

低緊張

低緊張

痙性四肢麻痺

低緊張

痙性四肢麻痺

低緊張

痙性四肢麻痺

低緊張

痙性四肢麻痺

痙性四肢麻痺

地域通園施設利用への拒否感が強い

地域通園施設利用への拒否感が強い

家族が地域通園施設利用を反対している

病気の子どもという認識が強く、入院手術を繰り返している

兄弟がいて地域通園施設に通えない

兄弟がいて地域通園施設に通えない

家族にメンタルヘルスの問題がある

複雑な家族背景　不適切療育のハイリスク

医療ニーズが高い（てんかん発作）

医療ニーズが高い（易感染）

医療ニーズが高い（気管切開・酸素療法）

2.0歳

3.1歳

2.4歳

4.0歳

2.8歳

2.6歳

3.4歳

4.0歳

2.1歳

5.0歳

5.0歳

市原　真穂・池邉　敏子

4．グループ活動終了後の療育の継続状況
　6ヶ月間のグループ活動終了後、地域療育施設等の地域
サービスに継続されたケースは57名中46名（80.7%）、利
用に至らず地域移行できなかったケースは11名（19.3%）
であった。地域移行できなかったケースの状況をまとめた
（表6）。
　地域移行できなかったケースのグループ活動終了時の年
齢や疾患、障害特性に特筆すべき特徴はなかった。
　地域移行できなかった理由には、「地域通園施設への拒
否感が強く残っている（ケース1、ケース2）」、「家族が
地域通園施設利用を反対している（ケース3）」、「病気
の子どもという認識が強く、治療を求めて手術を繰り返し
ている（ケース4）」があり、これらは地域サービスの利
用の拒否感と考えられた。また、「兄弟がいて通えない
（ケース5、ケース6）」、「複雑な家族事情（ケース8）」、
「医療ニーズが高い（ケース9、ケース10、ケース11）」
は、地域での受け入れ施設がみつからない等の地域サービ
スの調整支援ニーズとしてまとめることができる。

Ⅵ．考察
１．低年齢、医療ニーズが高い子どもの参加実態
　グループ活動の利用者の年齢をみると、0～1歳代が26名
（45.6％）であり、低年齢の子どもの利用が多いことが
特徴であった。また、医療的ケアが必要な子どもも22名
（38.6％）であった。これらは、療育専門病院には、障害の
診断目的、あるいは、運動機能障害、摂食嚥下機能障害、
呼吸機能障害などの身体機能障害に対する医学的管理、リ
ハビリテーション、発達の評価の目的で、重症・重複した
障害をもつ子どもが0歳代から受診していることを反映し

たと考える。療育専門病院では、外来診療の経過の中で、
医学的な視点だけではなく、子どもと家族の生活を整える
ことや、発達を保障する環境作りにも視点がむけられる。
また、家族も１歳頃になると健常児との発達の違いを認識
し、療育の必要性を考えるようになる。北原らは、療育専
門病院の役割と機能として「障害児の成長,発達への働きか
け、親･家族への支援（孤立感からの解放と親や家族のエ
ンパワーメントの活動を中心に）、超重症心身障害幼児の
受け入れ」6）を提示している。グループ活動は、北原が提
示した役割を担っていたと言える。
　気管切開、在宅酸素療法、人工呼吸器使用など、医療
ニーズが高い子どもが利用していた。医療ニーズが高い子
どもは体調が不安定である。外出や活動参加により、急に
体調が変化することもあり、病院機能も備えた外来であれ
ば対応が可能である。子どもの健康上の問題に応じられる
ことにより、利用者が安心して参加することができる。
　これらの結果から、療育専門病院における早期からの
グループ活動は、療育を必要とする子どもと家族が利用で
き、かつ利用しやすい資源の1つであると言える。

２．利用理由の特徴およびその背景と影響要因
　抽出された利用理由の特徴と、その背景や影響要因を検
討した。
　「地域サービスを受けられない」という利用理由は、
子どもの障害の重度重複化、および家族のニーズの多様化
に対応する地域資源の整備が充分に進んでおらず、利用し
にくい状況であることを示している。丸山は、重症心身障
害児の社会資源に関する家族のニーズを「家族の心身の負
担・生活面への支援、利用しやすいサービス体制、重症心
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身障害児に対応でき子どもを安心して任せられるサービ
ス、支援についての情報提供・コーディネート、子どもの
成長発達・社会参加への支援」7）と指摘している。よっ
て、子どもと家族が安心して利用できる使いやすい社会資
源の整備が必要である。
　また、居住地域にサービスがあっても、家族が子どもを
ケアしながらサービスを探し、手続きに出向く作業は煩雑
であり多大な労力と時間を要する。サービス事業者との交
渉・調整も必要であり、専門職の支援がなく家族が自立し
て調整できる能力があるとは限らない。よって、家族の状
況や能力に応じて、調整を代行する支援から、家族による
交渉・調整を見守る支援まで、柔軟に支援を組み立ててい
くことが重要であろう。このプロセスを通して家族自身が
障害児とともに地域の中で生活するために必要な知識やス
キルを身につけることが、地域生活を続ける力につながる
と考えられる。これは主にソーシャルワーカーが担う役割
であろう。
　「子どものためにと、専門職が勧めた」という利用理由
は、従来から専門施設が応じてきた専門的な支援の特徴や
必要性を反映していると考える。地域におけるサービスの
内容は多様化してきているが、より専門的な評価や介入が
必要な場合は、第2次、3次療育の役割を果たす専門施設が
重要であることが言われ、障害児支援の施策8）も変わって
きている。よって、専門職の勧めにより、家族も子どもへ
の専門的な療育・家族支援の必要性や効果を認識したと考
えられた。
　「家族（母親）のためにと、専門職が勧めた」という利
用理由は、障害のある子どもの健康問題の複雑さによる母
親の育児困難感、育児ストレス、養育負担感9）等の、母親
の負担を反映していると考えられた。
　障害のある子どもは、注意深い観察や子どもの特性に
あった手厚いケアが必要である。障害のある子どもの生活
パターンは、家族全体の生活にも影響する10）。日々の世話
を提供する母親への役割支援として、子どもの健康上の問
題に対応し日常生活を整える支援が必要である。これらは
看護師が、医師と協力しながら主に担う役割であろう。
　このような母親への支援は、療育専門病院における母子
入園のシステムで担保されてきた。しかし、子どもの状態
や家族の有り様も多様化し、一定期間入院する母子入園が
できない場合もある。よって、様々なサービスの形が求め
られていることも示す。
　「子どもの障害を知られたくない」という利用理由は、
病気の子どもであれば受け入れられるが、福祉の対象とな
る障害児は受け入れられず、福祉の利用に拒否感を抱く家
族がいることを示すと考える。地域サービスの利用につな
がらない場合、子どもに障害がある事実を受け入れ、子ど
もも家族も社会の一員として成長、発達していくプロセス
への支援が重要であることを示唆する。

　これらの検討から、利用者の実態として、子どもと家族
のニーズの多様さや複雑さがあり、これに対して、地域の
社会資源の事情や整備の状況や利便性の問題、障害のある
子どもへの専門的支援の必要性、母親の育児の負担、家族
の社会資源の利用に対する拒否感、子どもの障害受容が療
育活動参加に影響していると考えられた。

３．グループ活動終了後に地域移行できなかったケース
の特徴
　57名中11名（19.3％）のケースは、グループ活動終了後
に地域移行できなかった。グループ活動終了後は、通院以
外は在宅で過ごし発達支援の機会がほとんどない。また、
地域サービスを利用していないので、家族の負担が大きい
と考えられる。
　地域移行できない理由として、地域サービスの利用に拒
否感が強い場合と、家族の事情や子どもの医療ニーズに応
じられる施設がないなどサービスの地域偏在や地域の事情
が背景にある場合の、大きく二つの理由が考えられた。
　地域通園施設の利用に拒否感が強いケースは、療育専門
病院での継続的な支援が必要なケースであろう。地域の事
情が背景にある場合は、家族とともに行政や地域施設との
交渉や調整を重ねて地域のサービスを一緒に作り出す支援
も必要になると考えられる。

Ⅶ．結論
　本研究により、以下のことが明らかになった。
　A施設の外来療育・家族支援グループ活動の利用者は、
0～1歳の利用者が57名中26名（45.6％）であり、年少の子
どもの利用が多く、医療的ケアが必要な利用者が22名
（38.6%）であった。これは、早期からのニーズと、子ども
の障害の重度化、重複化に伴うニーズがあることを示し、
療育専門病院が利用しやすい資源になることを示す。
　利用理由は、地域サービスを受けられない41名、子ども
のためにと専門職が勧めた19名、家族（母親）のためにと
専門職が勧めた18名、子どもの障害を知られたくない16名
であった。
　グループ活動終了後も11名（19.3%）は地域移行できず
に在宅のみであった。その理由として、地域サービスへの
拒否感が強い場合と、地域に子どもと家族のニーズに合う
サービスがない場合があり、地域移行できなかったケース
に対する継続した支援や、地域サービスを作りだす支援も
必要になると考えられた。

Ⅷ．おわりに
　本研究では、療育専門病院で実践されている外来療育・
家族支援グループ活動の参加者の実態を調査した。一施設
での調査であり、地域特性などのバイアスにより一般化に
は限界がある。しかし、0～1歳代の利用者が多いこと、医

療ニーズの高い利用者が多いこと、年少で医療ニーズが高
いケースに対する地域サービスに限界があることなど、実
態からみた有用な知見が得られたと考える。
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4．グループ活動終了後の療育の継続状況
　6ヶ月間のグループ活動終了後、地域療育施設等の地域
サービスに継続されたケースは57名中46名（80.7%）、利
用に至らず地域移行できなかったケースは11名（19.3%）
であった。地域移行できなかったケースの状況をまとめた
（表6）。
　地域移行できなかったケースのグループ活動終了時の年
齢や疾患、障害特性に特筆すべき特徴はなかった。
　地域移行できなかった理由には、「地域通園施設への拒
否感が強く残っている（ケース1、ケース2）」、「家族が
地域通園施設利用を反対している（ケース3）」、「病気
の子どもという認識が強く、治療を求めて手術を繰り返し
ている（ケース4）」があり、これらは地域サービスの利
用の拒否感と考えられた。また、「兄弟がいて通えない
（ケース5、ケース6）」、「複雑な家族事情（ケース8）」、
「医療ニーズが高い（ケース9、ケース10、ケース11）」
は、地域での受け入れ施設がみつからない等の地域サービ
スの調整支援ニーズとしてまとめることができる。

Ⅵ．考察
１．低年齢、医療ニーズが高い子どもの参加実態
　グループ活動の利用者の年齢をみると、0～1歳代が26名
（45.6％）であり、低年齢の子どもの利用が多いことが
特徴であった。また、医療的ケアが必要な子どもも22名
（38.6％）であった。これらは、療育専門病院には、障害の
診断目的、あるいは、運動機能障害、摂食嚥下機能障害、
呼吸機能障害などの身体機能障害に対する医学的管理、リ
ハビリテーション、発達の評価の目的で、重症・重複した
障害をもつ子どもが0歳代から受診していることを反映し

たと考える。療育専門病院では、外来診療の経過の中で、
医学的な視点だけではなく、子どもと家族の生活を整える
ことや、発達を保障する環境作りにも視点がむけられる。
また、家族も１歳頃になると健常児との発達の違いを認識
し、療育の必要性を考えるようになる。北原らは、療育専
門病院の役割と機能として「障害児の成長,発達への働きか
け、親･家族への支援（孤立感からの解放と親や家族のエ
ンパワーメントの活動を中心に）、超重症心身障害幼児の
受け入れ」6）を提示している。グループ活動は、北原が提
示した役割を担っていたと言える。
　気管切開、在宅酸素療法、人工呼吸器使用など、医療
ニーズが高い子どもが利用していた。医療ニーズが高い子
どもは体調が不安定である。外出や活動参加により、急に
体調が変化することもあり、病院機能も備えた外来であれ
ば対応が可能である。子どもの健康上の問題に応じられる
ことにより、利用者が安心して参加することができる。
　これらの結果から、療育専門病院における早期からの
グループ活動は、療育を必要とする子どもと家族が利用で
き、かつ利用しやすい資源の1つであると言える。

２．利用理由の特徴およびその背景と影響要因
　抽出された利用理由の特徴と、その背景や影響要因を検
討した。
　「地域サービスを受けられない」という利用理由は、
子どもの障害の重度重複化、および家族のニーズの多様化
に対応する地域資源の整備が充分に進んでおらず、利用し
にくい状況であることを示している。丸山は、重症心身障
害児の社会資源に関する家族のニーズを「家族の心身の負
担・生活面への支援、利用しやすいサービス体制、重症心
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ス、支援についての情報提供・コーディネート、子どもの
成長発達・社会参加への支援」7）と指摘している。よっ
て、子どもと家族が安心して利用できる使いやすい社会資
源の整備が必要である。
　また、居住地域にサービスがあっても、家族が子どもを
ケアしながらサービスを探し、手続きに出向く作業は煩雑
であり多大な労力と時間を要する。サービス事業者との交
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況や能力に応じて、調整を代行する支援から、家族による
交渉・調整を見守る支援まで、柔軟に支援を組み立ててい
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障害児とともに地域の中で生活するために必要な知識やス
キルを身につけることが、地域生活を続ける力につながる
と考えられる。これは主にソーシャルワーカーが担う役割
であろう。
　「子どものためにと、専門職が勧めた」という利用理由
は、従来から専門施設が応じてきた専門的な支援の特徴や
必要性を反映していると考える。地域におけるサービスの
内容は多様化してきているが、より専門的な評価や介入が
必要な場合は、第2次、3次療育の役割を果たす専門施設が
重要であることが言われ、障害児支援の施策8）も変わって
きている。よって、専門職の勧めにより、家族も子どもへ
の専門的な療育・家族支援の必要性や効果を認識したと考
えられた。
　「家族（母親）のためにと、専門職が勧めた」という利
用理由は、障害のある子どもの健康問題の複雑さによる母
親の育児困難感、育児ストレス、養育負担感9）等の、母親
の負担を反映していると考えられた。
　障害のある子どもは、注意深い観察や子どもの特性に
あった手厚いケアが必要である。障害のある子どもの生活
パターンは、家族全体の生活にも影響する10）。日々の世話
を提供する母親への役割支援として、子どもの健康上の問
題に対応し日常生活を整える支援が必要である。これらは
看護師が、医師と協力しながら主に担う役割であろう。
　このような母親への支援は、療育専門病院における母子
入園のシステムで担保されてきた。しかし、子どもの状態
や家族の有り様も多様化し、一定期間入院する母子入園が
できない場合もある。よって、様々なサービスの形が求め
られていることも示す。
　「子どもの障害を知られたくない」という利用理由は、
病気の子どもであれば受け入れられるが、福祉の対象とな
る障害児は受け入れられず、福祉の利用に拒否感を抱く家
族がいることを示すと考える。地域サービスの利用につな
がらない場合、子どもに障害がある事実を受け入れ、子ど
もも家族も社会の一員として成長、発達していくプロセス
への支援が重要であることを示唆する。

　これらの検討から、利用者の実態として、子どもと家族
のニーズの多様さや複雑さがあり、これに対して、地域の
社会資源の事情や整備の状況や利便性の問題、障害のある
子どもへの専門的支援の必要性、母親の育児の負担、家族
の社会資源の利用に対する拒否感、子どもの障害受容が療
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３．グループ活動終了後に地域移行できなかったケース
の特徴
　57名中11名（19.3％）のケースは、グループ活動終了後
に地域移行できなかった。グループ活動終了後は、通院以
外は在宅で過ごし発達支援の機会がほとんどない。また、
地域サービスを利用していないので、家族の負担が大きい
と考えられる。
　地域移行できない理由として、地域サービスの利用に拒
否感が強い場合と、家族の事情や子どもの医療ニーズに応
じられる施設がないなどサービスの地域偏在や地域の事情
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交渉や調整を重ねて地域のサービスを一緒に作り出す支援
も必要になると考えられる。
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　本研究により、以下のことが明らかになった。
　A施設の外来療育・家族支援グループ活動の利用者は、
0～1歳の利用者が57名中26名（45.6％）であり、年少の子
どもの利用が多く、医療的ケアが必要な利用者が22名
（38.6%）であった。これは、早期からのニーズと、子ども
の障害の重度化、重複化に伴うニーズがあることを示し、
療育専門病院が利用しやすい資源になることを示す。
　利用理由は、地域サービスを受けられない41名、子ども
のためにと専門職が勧めた19名、家族（母親）のためにと
専門職が勧めた18名、子どもの障害を知られたくない16名
であった。
　グループ活動終了後も11名（19.3%）は地域移行できず
に在宅のみであった。その理由として、地域サービスへの
拒否感が強い場合と、地域に子どもと家族のニーズに合う
サービスがない場合があり、地域移行できなかったケース
に対する継続した支援や、地域サービスを作りだす支援も
必要になると考えられた。

Ⅷ．おわりに
　本研究では、療育専門病院で実践されている外来療育・
家族支援グループ活動の参加者の実態を調査した。一施設
での調査であり、地域特性などのバイアスにより一般化に
は限界がある。しかし、0～1歳代の利用者が多いこと、医

療ニーズの高い利用者が多いこと、年少で医療ニーズが高
いケースに対する地域サービスに限界があることなど、実
態からみた有用な知見が得られたと考える。
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4．グループ活動終了後の療育の継続状況
　6ヶ月間のグループ活動終了後、地域療育施設等の地域
サービスに継続されたケースは57名中46名（80.7%）、利
用に至らず地域移行できなかったケースは11名（19.3%）
であった。地域移行できなかったケースの状況をまとめた
（表6）。
　地域移行できなかったケースのグループ活動終了時の年
齢や疾患、障害特性に特筆すべき特徴はなかった。
　地域移行できなかった理由には、「地域通園施設への拒
否感が強く残っている（ケース1、ケース2）」、「家族が
地域通園施設利用を反対している（ケース3）」、「病気
の子どもという認識が強く、治療を求めて手術を繰り返し
ている（ケース4）」があり、これらは地域サービスの利
用の拒否感と考えられた。また、「兄弟がいて通えない
（ケース5、ケース6）」、「複雑な家族事情（ケース8）」、
「医療ニーズが高い（ケース9、ケース10、ケース11）」
は、地域での受け入れ施設がみつからない等の地域サービ
スの調整支援ニーズとしてまとめることができる。

Ⅵ．考察
１．低年齢、医療ニーズが高い子どもの参加実態
　グループ活動の利用者の年齢をみると、0～1歳代が26名
（45.6％）であり、低年齢の子どもの利用が多いことが
特徴であった。また、医療的ケアが必要な子どもも22名
（38.6％）であった。これらは、療育専門病院には、障害の
診断目的、あるいは、運動機能障害、摂食嚥下機能障害、
呼吸機能障害などの身体機能障害に対する医学的管理、リ
ハビリテーション、発達の評価の目的で、重症・重複した
障害をもつ子どもが0歳代から受診していることを反映し

たと考える。療育専門病院では、外来診療の経過の中で、
医学的な視点だけではなく、子どもと家族の生活を整える
ことや、発達を保障する環境作りにも視点がむけられる。
また、家族も１歳頃になると健常児との発達の違いを認識
し、療育の必要性を考えるようになる。北原らは、療育専
門病院の役割と機能として「障害児の成長,発達への働きか
け、親･家族への支援（孤立感からの解放と親や家族のエ
ンパワーメントの活動を中心に）、超重症心身障害幼児の
受け入れ」6）を提示している。グループ活動は、北原が提
示した役割を担っていたと言える。
　気管切開、在宅酸素療法、人工呼吸器使用など、医療
ニーズが高い子どもが利用していた。医療ニーズが高い子
どもは体調が不安定である。外出や活動参加により、急に
体調が変化することもあり、病院機能も備えた外来であれ
ば対応が可能である。子どもの健康上の問題に応じられる
ことにより、利用者が安心して参加することができる。
　これらの結果から、療育専門病院における早期からの
グループ活動は、療育を必要とする子どもと家族が利用で
き、かつ利用しやすい資源の1つであると言える。

２．利用理由の特徴およびその背景と影響要因
　抽出された利用理由の特徴と、その背景や影響要因を検
討した。
　「地域サービスを受けられない」という利用理由は、
子どもの障害の重度重複化、および家族のニーズの多様化
に対応する地域資源の整備が充分に進んでおらず、利用し
にくい状況であることを示している。丸山は、重症心身障
害児の社会資源に関する家族のニーズを「家族の心身の負
担・生活面への支援、利用しやすいサービス体制、重症心

身障害児に対応でき子どもを安心して任せられるサービ
ス、支援についての情報提供・コーディネート、子どもの
成長発達・社会参加への支援」7）と指摘している。よっ
て、子どもと家族が安心して利用できる使いやすい社会資
源の整備が必要である。
　また、居住地域にサービスがあっても、家族が子どもを
ケアしながらサービスを探し、手続きに出向く作業は煩雑
であり多大な労力と時間を要する。サービス事業者との交
渉・調整も必要であり、専門職の支援がなく家族が自立し
て調整できる能力があるとは限らない。よって、家族の状
況や能力に応じて、調整を代行する支援から、家族による
交渉・調整を見守る支援まで、柔軟に支援を組み立ててい
くことが重要であろう。このプロセスを通して家族自身が
障害児とともに地域の中で生活するために必要な知識やス
キルを身につけることが、地域生活を続ける力につながる
と考えられる。これは主にソーシャルワーカーが担う役割
であろう。
　「子どものためにと、専門職が勧めた」という利用理由
は、従来から専門施設が応じてきた専門的な支援の特徴や
必要性を反映していると考える。地域におけるサービスの
内容は多様化してきているが、より専門的な評価や介入が
必要な場合は、第2次、3次療育の役割を果たす専門施設が
重要であることが言われ、障害児支援の施策8）も変わって
きている。よって、専門職の勧めにより、家族も子どもへ
の専門的な療育・家族支援の必要性や効果を認識したと考
えられた。
　「家族（母親）のためにと、専門職が勧めた」という利
用理由は、障害のある子どもの健康問題の複雑さによる母
親の育児困難感、育児ストレス、養育負担感9）等の、母親
の負担を反映していると考えられた。
　障害のある子どもは、注意深い観察や子どもの特性に
あった手厚いケアが必要である。障害のある子どもの生活
パターンは、家族全体の生活にも影響する10）。日々の世話
を提供する母親への役割支援として、子どもの健康上の問
題に対応し日常生活を整える支援が必要である。これらは
看護師が、医師と協力しながら主に担う役割であろう。
　このような母親への支援は、療育専門病院における母子
入園のシステムで担保されてきた。しかし、子どもの状態
や家族の有り様も多様化し、一定期間入院する母子入園が
できない場合もある。よって、様々なサービスの形が求め
られていることも示す。
　「子どもの障害を知られたくない」という利用理由は、
病気の子どもであれば受け入れられるが、福祉の対象とな
る障害児は受け入れられず、福祉の利用に拒否感を抱く家
族がいることを示すと考える。地域サービスの利用につな
がらない場合、子どもに障害がある事実を受け入れ、子ど
もも家族も社会の一員として成長、発達していくプロセス
への支援が重要であることを示唆する。

　これらの検討から、利用者の実態として、子どもと家族
のニーズの多様さや複雑さがあり、これに対して、地域の
社会資源の事情や整備の状況や利便性の問題、障害のある
子どもへの専門的支援の必要性、母親の育児の負担、家族
の社会資源の利用に対する拒否感、子どもの障害受容が療
育活動参加に影響していると考えられた。

３．グループ活動終了後に地域移行できなかったケース
の特徴
　57名中11名（19.3％）のケースは、グループ活動終了後
に地域移行できなかった。グループ活動終了後は、通院以
外は在宅で過ごし発達支援の機会がほとんどない。また、
地域サービスを利用していないので、家族の負担が大きい
と考えられる。
　地域移行できない理由として、地域サービスの利用に拒
否感が強い場合と、家族の事情や子どもの医療ニーズに応
じられる施設がないなどサービスの地域偏在や地域の事情
が背景にある場合の、大きく二つの理由が考えられた。
　地域通園施設の利用に拒否感が強いケースは、療育専門
病院での継続的な支援が必要なケースであろう。地域の事
情が背景にある場合は、家族とともに行政や地域施設との
交渉や調整を重ねて地域のサービスを一緒に作り出す支援
も必要になると考えられる。

Ⅶ．結論
　本研究により、以下のことが明らかになった。
　A施設の外来療育・家族支援グループ活動の利用者は、
0～1歳の利用者が57名中26名（45.6％）であり、年少の子
どもの利用が多く、医療的ケアが必要な利用者が22名
（38.6%）であった。これは、早期からのニーズと、子ども
の障害の重度化、重複化に伴うニーズがあることを示し、
療育専門病院が利用しやすい資源になることを示す。
　利用理由は、地域サービスを受けられない41名、子ども
のためにと専門職が勧めた19名、家族（母親）のためにと
専門職が勧めた18名、子どもの障害を知られたくない16名
であった。
　グループ活動終了後も11名（19.3%）は地域移行できず
に在宅のみであった。その理由として、地域サービスへの
拒否感が強い場合と、地域に子どもと家族のニーズに合う
サービスがない場合があり、地域移行できなかったケース
に対する継続した支援や、地域サービスを作りだす支援も
必要になると考えられた。

Ⅷ．おわりに
　本研究では、療育専門病院で実践されている外来療育・
家族支援グループ活動の参加者の実態を調査した。一施設
での調査であり、地域特性などのバイアスにより一般化に
は限界がある。しかし、0～1歳代の利用者が多いこと、医
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療ニーズの高い利用者が多いこと、年少で医療ニーズが高
いケースに対する地域サービスに限界があることなど、実
態からみた有用な知見が得られたと考える。
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Ⅰ．はじめに
　平成18年に創設された地域包括支援センター（以下「セ
ンター」と略す）は，「地域住民の心身の健康の保持及び
生活の安定のために必要な援助を行うことにより，その保
健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援することを目
的とする施設」（介護保険法第115条の46）である。セン

ターが行う４つの業務の１つに，「包括的継続的ケアマネ
ジメント支援業務」があり，これは，高齢者が住みなれた
地域で暮らすことができるよう，個々の高齢者の状況や変
化に応じた包括的・継続的なケアマネジメントを介護支援
専門員が実践することができるよう地域の基盤を整えると
共に，個々の介護支援専門員へのサポートを行うことであ
る１）。
　介護支援専門員とは，介護保険法に定められた資格で，
介護サービス計画書を作成し，介護サービス事業者等との
調整を行う者で，通称ケアマネジャーという。
　A市地域包括支援センターでは，包括的・継続的ケアマネ
ジメント支援事業の一環として，平成21年度から市内の居
宅介護支援事業所等に勤務する主任介護支援専門員を対象
にした「主任介護支援専門員連絡会」（以下「連絡会」と
称す）を設置し，２か月に１回，研修会を開催している。

　その目的は，市内の介護支援専門員（以下，ケアマネ
ジャーの略である「CM」とする）のリーダー的存在とし
て，CMが行うケアマネジメント支援が適切に実施でき，
又，CMが他職種，他機関と円滑に連携できるよう対策を
考えることである。更に，主任介護支援専門員自身が専門
性をより深めることができるよう資質の向上を図ることで
ある。
　主任介護支援専門員とは，平成18年度に新設された職種
で，CMの業務について十分な知識・経験を持ち，ケアマ
ネジメントを適切かつ円滑に提供するために必要な知識・
技術を習得した者をいう。原則としてCMの実務経験が５
年以上あり，介護支援専門員資質向上事業（平成18年6月
15日老発第0615001号）による「主任介護支援専門員研修
課程」（11日間）の修了が必要であり，CM支援技術とし
て対人援助者監督指導（スーパービジョン）の講義及び演
習が３日間，盛り込まれている。主任介護支援専門員の役
割は，介護保険サービスや保健・医療サービスを提供する
者との連絡調整，他のCMに対する助言・指導などを行う
と規定されている。
　地域包括支援センターには，主任介護支援専門員の配置
が義務づけられている。居宅介護支援事業所に配置した場
合は，居宅介護支援報酬の他に，特定事業所加算Ⅰ（500
単位），Ⅱ（300単位）の算定が可能になり，算定用件と
して，常勤かつ専従のCMの配置，24時間連絡体制の確
保，計画的なCM研修，地域包括支援センター等が開催す
る事例検討会への出席等が位置づけられている。
　連絡会の対象者は，市内の居宅介護支援事業所及び介護
保険施設に勤務する主任介護支援専門員と地域包括支援セ
ンターの主任介護支援専門員，センター長である。連絡会
の目標は，「グループスーパービジョン（以下「ＧＳＶ」
と称す）の習得」「市内の介護支援専門員の相談に応じる
体制の検討」とし，平成21年度から平成24年度現在まで，
プログラムには毎回，ＧＳＶによる事例検討を取り入れて
いる。
　A市が行っているＧＳＶは，B県主任介護支援専門員研修
で学ぶOGSVモデル（奥川式グループスーパービジョン）
を基礎知識とした上で，日本介護支援専門員協会発行の介
護支援専門員必携テキスト「スーパービジョンー対人援助
者監督指導論―」２）にある，事例検討のパターン（表１）
と約束事（表２）に基づき実施し，終了後はＧＳＶにおけ
るチェックリスト（表３）を参加者全員が記入する方法で
行っている。司会者（スーパーバイザー）と事例提供者
（スーパーバイジー）は当番制となっており，１グループ
６～８人で行っている。
　主任介護支援専門員の力量向上のためのフォローアップ
研修については，B県が平成22年度から年１回スーパービ
ジョンの講義演習とグループワークを１．５日の日程で
行っているが，効果的な研修方法に関する研究は少ない。

　川島は，静岡県における主任介護支援専門員研修にお
いて，研修前に研修受講動機を，研修終了後に研修報告書
を提出してもらい研修の効果を検討した結果，活動報告で
は，CMの質の向上のための支援，CM同士のネットワーク
の構築，地域のインフォーマルサービスとの連携作りの項

ること，不参加であっても何ら不利益を被らないこと，匿
名性ならびにプライバシーの保障，途中での中止も可能で
あること，情報の管理等について口頭で説明した後，文書
で同意を確認した。

Ⅴ．結果
１．調査対象者の概要
　調査対象者は，全員女性で，基礎資格は看護師１名，准
看護師１名，介護福祉士４名，社会福祉主事１名である。
CM歴は7年～12年で，主任介護支援専門員歴は2年～4年で
あった。ケアマネジメント担当事例は1名～40名で，過去
の担当数は約100名～200名だった。７名のうち，管理者は
３名であった。

２．調査対象者ごとの結果
　調査対象者ごとの結果を表５に示す。
　Ａは，連絡会に参加することで，主任介護支援専門員の
役割が明確になり，スーパービジョンを活かして事例検討
をするために連絡会で学んでいると認識しているが，立場
としては，指導者ではなく，共に学びたいと思っている。
ＧＳＶの理解については「回数を重ねる中で他の人のやり
方を見てリラックスして臨めるようになり，流れも理解で
きるようになった。」と回答している。スーパービジョン
技術については，「CMから相談された時に，一歩引いて
落ち着いて話が聴けるようになり，相手の気持ちを引き出
す質問ができるようになった。CMが何に困っているのか
推測する余裕ができた。」という点が獲得できた反面，
「その先のアドバイスや，CMの気づきを促す質問ができ
ない。」と感じている。所属事業所での実践では，定例
ミーティングでは報告を主に行っており，日常業務の中で
はCMの対応を観察しているが，気になることがあっても
相手から相談されるのを待っている。
　技術習得の課題と方策では，ＧＳＶの進め方がずれてい
る主任介護支援専門員に対し，「あれっと思っても，まあ
いいかと終わりにしていた」が，最近参加した主任介護支
援専門員の「スーパービジョンの方法がずれている」と言
う発言から，今までは「なごやかでいいが，なあなあの関
係で，なあなあのＧＳＶをやっていた」と思っており，新
しい主任介護支援専門員の意見を入れ，回数を重ねること
で雰囲気が変わると考えている。また，保健師がスーパー
バイザーをしたときの方法が勉強になったので，保健師か
らもっと学びたい，事業所訪問を継続して，相談してもら
える関係作りをしたいと考えている。
　Ｂは，連絡会の中でだんだん主任介護支援専門員の役割
が明確になったと答えている。主任介護支援専門員による
CM支援に関して，新人のCMに主任介護支援専門員の役割
が周知されていないことから，もっと身近な存在になるこ
とが大切で，そのためには，「事例の困っている部分から

ではなく，世間話から入っていくほうがよい」と考えてい
る。また，新人が躓くところは自分も同じ経験をしている
ので，新人が入り込んで逃げ場がなくなっているような場
合に，今は，一歩引くことをアドバイスできるが，事例や
家族の見方ができても，それを理論で説明できないと感じ
ている。
　ＧＳＶでは，CMに気づかせる「開かれた質問」が難し
く，「こういうときには，こういう質問がよいとわかって
いるが全然できない」「ＧＳＶの方法は連絡会でわかって
きた」「司会者をしているときはみんなの意見を取りまと
めるのが精一杯で，バイザーの役割はまだ難しい」「バイ
ジーの時はリラックスでき，みんなの意見を聞いて気づく」
「メンバーの時は第３者的に見られるが，心で思っている
ことと違う反応（支持）をしてしまう」と知識と技術の
ギャップがあることを感じている。
　スーパービジョンを活用した支援としては，事業所訪問
でCMと面接をしたが，「主任介護支援専門員の役割が浸
透していないと感じた」と語っている。
　ＧＳＶの技術を身につけるための方法としては，新人の
事例をスーパービジョンすることで固定化している自分の
考え方に気づくことができると考えている。
　Ｃは，事業所の意向で研修を受講しており，「自分から
主任介護支援専門員になって何かしたいという気持ちはな
かったが，連絡会に参加して，こんな風にやらなければ行
けないんだなとわかった」「自分の癖，固定観念を取り外
すためにはここ（連絡会）にきたほうがよいと思った」と
答えており，認識が変化している。
　面接時に「スーパービジョンと事例検討の違いがわか
らない」「事例の理解はできるが質問がうまくいかない」
「頭ではわかっているがスーパービジョンになっていない
のではと不安がある」「司会（バイザー）は，流れに沿わ
なくては行けないと思うので緊張する。流れと違う質問が
出たときにどう対応するか悩む」と，ＧＳＶの理解が不十
分であるという不安が大きく，知識や技術に対する自信の
なさを語っていた。職場では，新人CMに助言したり，事
例検討会で「事例提供者が気づくような質問」をしている
が，やはり主任介護支援専門員としての支援力が身に付い
たとは思っていない。
　自分の知識を増やすための研修会への参加や，ネット
ワークを活用した相談は積極的に行っている。ＧＳＶ技術
習得のためには，ＧＳＶを客観的に見て修正や指導を行う
第三者を置くことが有効であると考えている。
　Ｄは，「連絡会に参加して，主任はこういう風にケアマ
ネジャーをサポートするんだなとわかってきた」「困った
ときの相談役になればいい」と認識している。
　ＧＳＶについては，「バイザー，バイジーをしていると
きは緊張し，進行や質問がうまくできない。」「メンバー
の時は他の人の導き方や声かけが参考になるが，自分がそ
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の立場になると緊張してできない」「質問したあと，テー
マとずれていないか，問題を引き出せるか不安」と語っ
ており，緊張が技術を展開する上での妨げになっているこ
と，質問が課題であると語っている。
　技術習得方法としては，現在の方法の中で，進行を軌道
修正する役割を持つ者（包括職員）をおくことで，気づき
が得られると考えている。
　Ｅは，事業所の意向で研修を受け，受講中も主任介護支
援専門員の役割について実感がなかったが，連絡会に参加
して他の人の話を聞いたり，ＧＳＶに取り組む中で，だん
だん理解してきたと答えている。
　ＧＳＶに関しては，「最初はわからなかったが，回を重
ねる毎に，他の人の質問や方法を勉強し，流れがわかるよ
うな気がする」「スーパービジョンとは直接こうした方が
よいではなく，質問していく中で相手に気づいてもらうや
り方。どうやって相手に気づいてもらうか，これからも勉
強したい」と語っている。実際の指導場面では，「短い時
間なのですぐ回答という形になるが，相談してくるCM
は，不安があって背中を押してもらいたいことが多いので
『それで良いよ』等の短い助言をしている」「新人は全然
わからないし，中間の人は自信がないので，支援方法を助
言するときもある」と語っており，CMの持つ課題にあわ
せて，支援内容を選択するなど，スーパービジョン技術を
活用した支援ができている。ＧＳＶ技術の習得に関して
は，「連絡会で実施したＧＳＶ事例の経過報告を聞いて事
例やケアマネジャーの変化を把握し，ＧＳＶの評価をした
い」と考えている。
　Ｆが主任介護支援専門員になろうと思ったのは，「自分
のスキルアップが目的で，この地域のために役立とうとい
うパワーはまだないと思う」「主任介護支援専門員はいろ
いろな役目をやらなければいけない印象があったが，包括
が先導しているので，自分はついて行っているだけのとこ
ろが実際ある」「主任介護支援専門員になると，知識や技
術面でこれしかわからないと思われるのではないかという
プレッシャーがある」と語っている。
　ＧＳＶの知識や技術に関しては，「事例検討会には苦手
意識があったが，連絡会で毎回行う中で，回数を重ねるほ
どできるようになると言う印象がある」「いろいろな考え
方や経験を積んでいる人がいて，話し方や相談の仕方を見
るだけでも勉強になる」と連絡会が学習の機会になってい
ると語っている。日常的に行うCM支援で気をつけている
ことは，「CMの考え方を評価してあげたり，押しつぶさ
ないようにする」「相談者が一番状況を知っているので，
危険がなければその人の考えを大事にする」「話しやすい
雰囲気を作る」「年上の場合は，よいところを評価しなが
ら認める，年上の主任介護支援専門員，他職種に言っても
らう」等を挙げているが，連絡会への参加前後での指導方
法の変化はないと答えている。

　ＧＳＶの習得方法としては，顔見知りだとサポート的で
安心感が強すぎるため，知らないメンバーと行うことで，
度胸をつけたいと考えている。相談援助やグループワーク
は，技術であるので，実践やロールプレイなどの練習を積
み重ね，鍛えてもらいたいと市に要望している。
　Ｇは，主任介護支援専門員の役割について「連絡会を通
じて，市全体のCMの支援をする役割を感じ，支援をしよ
うという気持ちになった」が，「連絡会のＧＳＶでは，支
援力が向上したとは思わない」と語っている。理由として
は，「県の研修に比べ，連絡会ではなあなあの感じで脱線
もするし，あまりよくわからない」こと，本人の課題とし
て「他の参加者の発言等は参考になるが，忘れて身に付か
ない，答えを出さずに相手に気づいてもらう質問が難しい」
と語っている。事業所におけるCM支援は行っており，
「スーパービジョンは意識していないが，ケアマネジャー
のタイプにあわせて助言する」と相手の課題を捉えている。
　ＧＳＶの習得方法としては，指導者がＧＳＶを見て指導
する方法を希望している。

３．ＧＳＶの習得目標に対する全体的な評価
（１）ＧＳＶを習得することに対する認識や態度の変化が
あったか
　主任介護支援専門員研修受講の目的は，事業所の意向が
３名，自分自身の勉強のためが４名で，地域のCM支援が
目的と語った者はいなかったが，全員が，連絡会に参加す
る中で主任介護支援専門員の役割を理解し，CM支援の方
法としてスーパービジョンの習得が必要という認識を持つ
ようになっていた。
（２）ＧＳＶの知識や技術の習得ができたか
　ＧＳＶの流れや方法の理解については，他の人のやり方
を見て，回を重ねる中で理解できたと（Ｇ）以外の全員が
語っていた。Ｃは「事例検討とスーパービジョンの違いが
わからない」と発言していた。（図１）
　ＧＳＶの技術の習得については，「司会者（スーパーバ
イザー）を担当したときは，進行することに気をとられる
ため緊張して進行や質問がうまくできないが，バイザーや
メンバーで，リラックスできたときに気づくことが多い」
（Ｂ）（Ｃ）（Ｄ）と言う意見が多かった。メンバーで参
加していて，司会者の進め方がＧＳＶの流れと違うと気づ
いた場合に，修正ができず，「なあなあの関係で，なあな
あのスーパービジョンになっている」という問題意識を持
つ者も３名いた（Ａ）（Ｂ）（Ｇ）。
　また，「こういうときは，こういう質問がよいとわかっ
ているが全然できない」（Ｂ），「頭ではわかっているが
スーパービジョンになっていないのではないかという不安
がある」（Ｃ），スーパービジョンでは，CMに直接助言
を行うのではなく，「CMに気づいてもらうこと」が大切
と理解しているが，「CMの気づきを促す質問ができな

い」（Ａ）（Ｂ）（Ｃ）（Ｄ）（Ｇ）と言うように，ほと
んどの者が，知識と技術のギャップを感じていた。（図２）
　日常のCM支援で変化した点としては，「落ち着いて話
が聴けるようになり，相手の気持ちを引き出す質問ができ
るようになった。CMが何に困っているのか推測する余裕
ができた」（Ａ），「新人が躓くところは自分も経験して
いるため，事例や家族の見方ができ，一歩引くことをアド
バイスできる」（Ｂ）と言う発言があった。
（３）スーパービジョンを活用したCM支援の実行について
　事業所内外のCMへの支援は，全員が実施していた。支
援の内容は，「気にして観察しているが，気になることが
あっても相手から相談されるまで待つ」（Ａ），「事例検
討会でCMが気づくような質問をする」（Ｃ），「CMの経
験や能力，課題に応じて支援方法を助言したり，背中を押
したりしている」（Ｅ），「相談者の考え方を評価し押し
つぶさないようにする」等（Ｆ），「CMのタイプに合わ
せて助言する」（Ｇ）だった。
　特に管理者と，そうでない者による違いはみられなかっ
た。
（４）技術獲得のための方策について
　「連絡会を継続する」ことは，全員が希望していた。連
絡会以外の方法としては，「事業所訪問により相談しても
らえる関係作りを行う」（Ａ）があった。
　ＧＳＶの方法としては，「新人のCMの事例を行い，固
定化している自分の考えに気づく」（Ｂ），「顔見知りで
ないメンバーと行う」（Ｆ），「ＧＳＶの運営を第３者か
ら評価，指導してもらう」（Ｃ）（Ｄ）（Ｆ）（Ｇ），
「ＧＳＶを行った事例の経過報告を聞いて，事例やCMの
変化を把握し，ＧＳＶの評価を行う」（Ｅ），「実践やロー
ルプレイなどの練習を積み重ねる」（Ｆ）という意見が出
された。（図３）

目が非常に高い結果が出たと報告している３）。楢木は，
４名の主任介護専門員に主任介護支援専門員の役割認識，
スーパーバイザーになる上での不安，スーパーバイザーに
なるための研修方法，今後の課題についてインタビューし
た結果，スーパーバイザーとしての力量をつける研修方
法として，３つの方法を明らかにしている。１つ目はバイ
ジー体験を含めた事例検討を積み重ねること，２つ目は
スーパービジョンの知識を繰り返し得ること，３つ目は
スーパービジョンの場面を主任介護支援専門員同士でロー
ルプレイすることである４）。
　主任介護支援専門員がスーパーバイザーとしての力量を
身につけることは，CMが行うケアマネジメントの質の向
上につながり，ひいては要介護者の自立支援及び満足度の
向上につながることを目指すことである。主任介護支援専
門員が創設されて６年目を迎えているが，楢木が明らかに
したような継続的な研修が行われている自治体の報告はほ
とんど見られない。そこで，Ａ市で実施している主任介護
支援専門員を対象にした研修の評価を行い，主任介護支援
専門員の力量向上につながる研修のあり方を明らかにした
い。

Ⅱ．研究目的
　Ａ市地域包括支援センターが実施しているスーパービ
ジョンを活用した事例検討研修に参加した主任介護支援専
門員の主観的な評価をもとに，主任介護支援専門員に対す
る効果的なスキルアップ研修のあり方を明らかにする。

Ⅲ．用語の定義
　主任介護支援専門員のスキルとは，ケアマネジメントで
困難を感じているCMが，自分の課題に気づき解決の方策
を考えられるように支援する技術（スーパービジョン技術）
をいう。
　スーパービジョンについては，「スーパービジョンー対
人援助者監督指導論―」の中で高橋が次のように説明して
いる内容を指す２）。
　「スーパービジョンとは，十分な知識と技術を持った援
助者（スーパーバイザー）が，まだ十分にそれらを身につ
けていない援助者（スーパーバイジー）に対して訓練をす
る教育課程をスーパービジョンと呼んでいた。しかし今日
的には，そうした教育的機能だけでなく，スーパーバイ
ジーの仕事を管理・調整・評価する管理的機能，さらには，
情緒的に支える支持的機能もスーパービジョンに含めて考
えられるようになった。今日，こうしたスーパービジョン
についての機能は，プロの専門家を養成することと，利用
者への福祉サービスの提供水準を高めることにあるといえ
る」「グループスーパービジョンとは，集団を用いて専門
家を養成，訓練する方法である」２）。

Ⅳ．研究方法
１．調査対象者
　平成18年から平成23年までに主任介護支援専門員研修
を終了した，Ａ市内の居宅介護支援事業所に勤務する主任
介護支援専門員15名のうち，連絡会で３回以上ＧＳＶを経
験している7名を調査対象とした。Ａ市地域包括支援セン
ターに勤務する主任介護支援専門員2名は，連絡会を主催
する立場であるため，除外した。

２．調査方法
　調査項目は，主任介護支援専門員の基本属性として，基
礎資格，CM歴，平成24年８月１日現在の担当利用者数，
今までに担当した利用者の概数，所属する事業所内のCM
数を確認し，表４の内容について半構造的面接を行い，逐
語録を起こし，データとした。
　調査は，平成24年8月~9月に実施した。

３．分析方法
　分析は，質的記述的分析法を用いた。研修評価の枠組
みは，研修の目的である「グループスーパービジョン技術
の習得」に関して①認識・態度の変化②知識・技術の獲得
③技術を活用したCM指導の有無④技術習得のための課題
と方策の４つの分野とした。インタビューで語られた内容
を，意味を変えないように要約し，４分野に整理して評価
した。整理した一覧表は逐語録と一緒に調査対象者に見て
もらい，内容に誤りがないか確認した。

4．倫理的配慮
　7月26日に開催された連絡会で，調査対象者に研究の趣
旨を口頭ならびに書面で説明し，研究協力は自由意思であ
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【報告】

　本研究の目的は，A市地域包括支援センターが実施している主任介護支援専門員に対する効果的なスキル
アップ研修のあり方を明らかにすることである。主任介護支援専門員は、スーパーバイザーとして、介護支
援専門員（スーパーバイジー）が介護保険利用者に対して行う対人援助技術の向上を支援することが求めら
れている。
　方法は，主任介護支援専門員７名を対象に半構造的面接を行い，研修目的であるスーパービジョンの習得
について、主任介護支援専門員が語った主観的評価から分析した。結果は，主任介護支援専門員全員が，研
修に参加する中で介護支援専門員支援を行う役割を認識するようになっていた。グループスーパービジョン
の方法に関する理解は，回を重ねる中で他の人のやり方を見て深まっていたが，技術の習得については，で
きていないと感じている者が多かった。特に，できていない技術としてあげられたのは「介護支援専門員の
気づきを促す質問」であった。スーパービジョンを活用した介護支援専門員支援は，全員が実施していた。
主任介護支援専門員が，今後，グループスーパービジョンを習得するために必要と感じている方法は，研修
の継続，新人介護支援専門員の事例を行うこと，グループスーパービジョンを指導する第三者をおくこと，
実施したグループスーパービジョン事例の評価を行うこと，練習やロールプレイを積み重ねる等であった。
これらの結果から効果的なスキルアップ研修のあり方は，参加者の関係性に配慮したプログラム，必要なコ
ミュニケーション技術の習得，グループダイナミクスの活用，グループスーパービジョンの評価を研修の中
で行うことが重要であることがわかった。


